
 
 

 

 

 

 

 
 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平 成 ２ ７ 年 3 月 

   

 

― 京都市循環型社会推進基本計画(2015－2020) － 

新・京都市ごみ半減プラン 

2010/3/24/12:00 

～ 資源の更なる有効利用と環境負荷の低減を目指して ～ 



表紙裏 

 



「新・京都市ごみ半減プラン」の策定に当たって 

 

 

 

 

 

 

 

ピーク時の平成１２年度に８２万トンあったごみの量が，市民・事業者の皆様の御理解と御協力，

御努力により，今では４割以上も減って４７万トンに。 

クリーンセンターも５工場から３工場に縮小。年間１０６億円ものコストを削減し，環境負荷も

低減。 

１人１日当たりの家庭ごみの量は，他の政令市平均の４分の３となる４４５グラムと，大都市の

中で最もごみの少ないまちに。 

京都学生祭典や祇園祭をはじめ大きな催事でも，洗って繰り返し使える食器の導入などで大幅に

ごみが減っています。 

 

多くの皆様と共に汗する取組で，ごみの減量が着実に前進していることは大変嬉しい限りです。

しかし一方，近年はごみの減少ペースが緩やかになり，更なる取組が必要となっています。 

こうした中，ピーク時からの「ごみ半減」という大きな目標を必ず達成するとの強い決意を込め

て，この「新・京都市ごみ半減プラン」を策定しました。 

 

本プランでは，平成２２年３月策定の前計画を一層進化。手付かず食品や食べ残しといった「食

品ロス」を削減する全国初の目標設定，政令市初となる食品スーパー市内全店舗でのレジ袋有料化，

紙ごみをはじめ資源ごみの分別義務化，市民・事業者の皆様の自主的なお取組への支援強化など，

数々の積極的な新施策を盛り込みました。 

 

先般には「京都市廃棄物の減量及び適正処理等に関する条例」を大改正し，ごみになるものを作

らない，買わない“リデュース”，ごみを再使用する“リユース”のいわゆる「２Ｒ」と「分別・

リサイクル」の２つを柱とした，新たなごみ減量の仕組みを整えたところです。今後，その仕組み

の下で本プランを手に，市民・事業者の皆様と知恵と力を合わせて，「ごみ半減」に向けた取組に

全力を尽くしてまいります。 

 

結びに，本プランの策定に多大なお力添えをいただきました「京都市廃棄物減量等推進審議会」

の委員の皆様をはじめ関係者の皆様，貴重な御意見，御提案をお寄せくださいました皆様に，心か

ら感謝申し上げます。

京都市長 
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１１  計計画画策策定定のの背背景景  
 

 

 

 

京都市のごみ量（市受入量）は，高度経済成長とともに急激に増加し，平成１２年度には８２万

トンのピークを迎えました。 

前計画である「みんなで目指そう！ごみ半減！循環のまち・京都プラン」（平成２２年３月策定）

（以下「前計画」又は「ごみ半減プラン」という。）では，平成３２年度のごみ量を，ごみが急増

する前の昭和４０年代初頭と同等の水準の３９万トン（ピーク時の半分以下）まで削減することを

目指し，様々なごみ減量の取組を，市民の皆様，事業者の皆様の御理解と御協力により実施してき

た結果，これまでに，ピーク時から４割以上の削減を実現しました。 

 また，市民１人１日当たりの家庭からのごみ量は，他の政令市平均の４分の３の４４５グラムと，

大都市の中で最もごみの少ないまちを実現しました※。 

しかし，ここ数年は，ごみの減量がわずかな量にとどまっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【これまでの主なごみ減量の取組】 

○ 資源ごみの分別収集 

   ・ 缶・びん・ペットボトル：平成 9 年 10 月～  

・ プラスチック製容器包装：平成 19 年 10 月～ 

  ○ 家庭ごみ有料指定袋制：平成 18 年 10 月～  

○ 業者収集ごみ透明袋制：平成 22 年６月～ 

  ○ 雑がみ分別・リサイクルの徹底に向けた仕組みの構築：26 年 6 月～ 

１．１ ごみ量の推移 

 

 

図 過去のごみ量の動き 

※ 平成 24 年度実績 
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ごみの減量により，ピーク時には５工場あったクリーンセンター（清掃工場）を３工場まで縮小

することができ，環境負荷の低減と，年間１０６億円もの大幅なコスト削減を実現させましたが，

今なお，ごみ処理には２６１億円もの巨額の費用を要しています。また，クリーンセンターをでき

るだけ長く使っていくためには，定期的なメンテナンスと，約２０年間使用した後に，約２年間に

もわたる大規模な改修が必要です。その際には，市全体のごみを２工場で処理しなければならず，

その処理できるごみ量は，年間３９万トン（ごみ焼却量３５万トン）となることから，ピーク時か

らの「ごみ半減」３９万トンを必ず成し遂げなければなりません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また，京都市の唯一の最終処分場である東部山間埋立処分地は，今後の埋立期間を５６年と見込

んでいますが，できるだけ長く活用していくためにも，まずは可能な限りごみの減量を図る必要が

あります。
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H25 焼却量（実績）
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バイオ 37ｔ
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前計画の目標値

（H21～32年度）

東部(S55～)
南部第二バイオガス

北部(H18～)
南部第一(S61～)
南部第二焼却

東北部(H13～)

北部大規模改修時
H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32

４工場体制 ３工場体制

南部第二建替整備 東北部（稼動20年）

大規模改修

１．２ クリーンセンター及び最終処分場の将来見通し 

 

図 前計画における焼却等ごみ量（日量）の目標値及び実績値とクリーンセンターの実処理能力 

（参考）北部クリーンセンター大規模改修時の実処理能力について（焼却 960ｔ/日＋バイオ 37ｔ/日＝997ｔ/日） 

○ 焼 却 機器整備等の休炉期間を考慮すると，施設規模の約 80%となります。 

     → 施設規模 1,200
※
（t/日）×0.8＝960（t/日） ※ 東北部 700ｔ + 南部第二 500ｔ ＝1,200ｔ 

○ バイオ バイオガス化後の残さ，機器整備等の休炉期間を考慮し，施設規模の約 62%と想定しています。 

→ 施設規模 60（t/日）×0.62＝37（t/日） 

 

北部大規模改修時 

実処理能力 

997t/日（参考） 

= 約 36.4 万トン/年* 

*焼却 35.0 万+バイオ 1.4 万 

前計画の目標値（ごみの市受入量から

資源化量と直接埋立量を除いた量） 

989t/日(H32) 
= 約 36.1 万トン/年* 

*焼却 35.0 万+バイオ 1.1 万 
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国際的な資源価格の高騰，需給ひっ迫，鉱物資源の品位※１の低下に見られるように，今後，

世界全体で資源制約が強まると予想されています。国連環境計画（ＵＮＥＰ）※２が設立した

持続可能な資源管理に関する国際パネル（ＩＰＲ）※３は，全世界的な規模で資源消費が急増

していることから，経済活動当たりの資源利用の削減と，資源利用に伴う環境負荷の低減が

必要であるとしています。 

 

国では，平成２５年５月に，循環型社会形成推進基本法（平成１３年１月施行）に基づく

「第三次循環型社会形成推進基本計画」が策定され，その中で，天然資源の消費を抑制し，

環境への負荷をできる限り低減していくためには，リサイクルに先立って，２Ｒ（リデュー

ス（発生抑制），リユース（再使用））を推進することが基本とされなければならないため，

可能な限り２Ｒを社会システムに組み込んでいくことが求められるとされています。 

また，我が国における循環型社会の構築に向けた取組は，ごみの減量に加え，天然資源の

投入量の一層の抑制と，それに伴う環境負荷の低減，有用金属のリサイクルによる資源確保

など，循環の質にも着目した取組を進めるべき段階に入ってきているともされています。 

 

    

※１ 鉱物資源の品位 

   採掘される鉱石に含まれる金属資源の量を示す用語で，通常は質量比で示されます。鉱物資

源の品位の低下は，生産コストの上昇を招くおそれがあるほか，製錬に必要となるエネルギー

や排出される不純物の増加に伴う環境負荷の増加も懸念されます。 

 

※２ 国連環境計画（ＵＮＥＰ） 

   地球環境問題に取り組む国連の中核機関として，1972 年国連人間環境会議（開催：ストッ

クホルム）の決議により設立されました。 

 

※３ 持続可能な資源管理に関する国際パネル（ＩＰＲ） 

地球規模での経済活動の拡大に伴い，天然資源の持続可能な利用の確保が国際社会の大きな

課題となっていることから，ＵＮＥＰが平成１９年１１月に世界的に著名な科学者及び専門家

を集め，設立しました。 

 

 

 

１．３ 資源をめぐる国内外の情勢 
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（１）人口の状況及び将来見通し 

 

前計画では，京都市基本計画「はばたけ未来へ！京プラン」（平成２２年１２月策定）策定

時の基礎資料を基に，平成３２年の人口を１４１万人から１４２万人と推計していました。 

その後，人口減少への対策を重視し，様々な政策を進めてきた結果，想定よりも人口減少を

食い止め，平成２７年２月時点では，同プラン策定時の推計人口の１４４．３万人より２．５

万人多い１４６．８万人となっています。 

本計画では，前計画策定以降の 

人口の推移を考慮し，平成３２年 

の人口を独自に推計した結果， 

１４４万人前後と見込みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）潜在的に発生するごみ量の将来見通し 

 

ア 家庭ごみ 

家庭ごみの潜在的な発生量※は，人口に比例して減少すると見込みます。 

※ ごみの潜在的な発生量：新たにごみの減量に取り組まなかった場合のごみの発生量 

  

イ 事業ごみ 

前計画策定以降，リーマンショックや円安などの影響により，市内総生産が増減していま

すが，京都市の事業ごみ量は，透明袋制の導入などにより，減少傾向が続いていることから，

経済状況と事業ごみ量との相関関係を見出しにくい状況にあるため，本計画では，事業ごみ

の潜在的な発生量は，平成３２年度にかけてほぼ横ばいと見込みます。 

 

 

１．４ 人口の状況及び潜在的に発生するごみ量の将来見通し 

 

図 本市の人口推移実績及び将来見込み 

（出典）平成 26 年 9 月 10 日 第１回京都市基本計画点検委員会資料 

表 潜在的なごみの発生量（市受入量）の将来見込み 

 H25（実績） H32（見込み） 

ごみの市受入量 47.2 万トン 46.8 万トン 

 家庭ごみ 23.6 万トン 23.1 万トン 

事業ごみ 23.6 万トン 23.6 万トン 

  ※ 四捨五入による誤差あり。 
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（１）ごみの区分 

 

京都市が受け入れているごみは，その排出源によって，「家庭ごみ」と「事業ごみ」に大別

されます。 

さらに，家庭ごみは品目によって「燃やすごみ」，「資源ごみ」，「大型ごみ」の３つに，事

業ごみは収集運搬方法や品目によって「業者収集ごみ」，「持込ごみ」の２つに区分されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．５ ごみ処理の現状と課題 

 

燃やすごみ 下記の資源ごみや大型ごみを除くごみ（家庭か

ら出る生ごみや紙くず等） 

資源ごみ プラスチック製容器包装，缶・びん・ペットボ

トル，小型金属類・スプレー缶といった定期的に

京都市が収集する資源ごみと，古紙，雑がみ，紙

パック，乾電池，蛍光管，使用済てんぷら油とい

った拠点で回収する資源ごみ 

業者収集ごみ 一般廃棄物収集運搬業許可業者によって，収集

運搬されるごみ 

持込ごみ 事業者がクリーンセンターに直接持ち込むごみ 

（市民が直接持ち込むごみも含む。） 

家庭ごみ 

家庭での日常生活から排出され，市が収集する燃やす 

ごみ及び資源ごみ等のごみ 

（一部のマンションのごみは，一般廃棄物収集運搬 

業許可業者が収集） 

大型ごみ 家具や寝具，電気器具（ただし，エアコン，テ

レビ，冷蔵庫・冷凍庫，洗濯機・衣類乾燥機，パ

ソコンを除く。）などの大型のごみ 

事業ごみ 

事業活動から排出されるごみのうち，産業廃棄物を除くごみ

（一般廃棄物収集運搬業許可業者によって収集運搬されるご

み又は事業者がクリーンセンターに直接持ち込むごみ） 

市受入ごみ 

※ 雑がみの分別について 
平成２６年６月から，①地域のコミュニティ回収による回収，②古紙回収業者による回収，③（①，②を利用

することが難しい場合）「小型金属類・スプレー缶」の収集と同じ日時・同じ場所での回収の 3 つの回収方法を
柱とした「京都ならではの雑がみの分別・リサイクル」を全市でスタート 



 

6 

 

（２）ごみ処理フロー 

 

京都市におけるごみ処理フロー及び処理実績（平成２５年度）は，下図のとおりです。 

下図中の二重枠の箱は，前計画において，ごみ減量の進ちょく状況を把握するための数値目

標が設定されていた項目です（前計画の進ちょく状況は，１１ページから１３ページ参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

☆資源ごみ（収集）内訳 

缶・びん・ペット 13,241 

プラ製容器包装 8,960 

小型金属 174 

拠点回収（乾電池，

紙パックなど） 

588 

 

民間資源化量の内訳 

家庭系(集団回収等) 35,279 

事業系(古紙回収等) 85,424 

 

家庭ごみ 

（市収集ごみ） 

235,852 

燃やすごみ 

206,169 

市 受 入 量 

472,183 

焼 却 量 

444,404 

焼 却 残 灰 

61,084 

資 源 ご み☆ 

22,963 

大 型 ご み 

3,968 

その他ごみ 

2,752 

直 接 埋 立 

3,023 

市最終処分量 

64,107 

市資源化量 

21,492 

業者収集ごみ 

（焼 却） 

197,434 

持 込 ご み 

34,421 

再生利用量 

 

142,195 

再生利用率※２ 

 

24.0% 

（参考） 

民間資源化量※１ 

120,703 

※１ 民間資源化量は，大規模事業所の減量計画書や事業者へのアンケート調査結果などから

把握できる範囲で推計した値です。 

※２ 再生利用率は，再生利用量（142,195 トン）を，民間資源化量と市受入量を合計した

量（592,886 トン。総排出量とも言います。）で割って求められる値です。 

魚アラ水分(処理過程で蒸発) 3,264 

（単位：トン） 

事業ごみ 

 

236,331 

業者収集ごみ 

（魚アラ等資源化） 

4,476 

市処理処分量 

（焼却量（処理量） 

＋直接埋立） 

447,427 

 

24.0% 

市
受
入
ご
み 
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京都市では，缶・びん・ペットボトルやプラスチック製容器包装を定期的に収集する「分

別収集」を行っていることに加え，区役所・支所内のエコまちステーションやまち美化事務

所等において，使用済てんぷら油や蛍光管，乾電池などを回収する「拠点回収」も実施して

います。 

こうした回収による京都市の分別品目数は２６品目と，政令指定都市で最も多くなってい

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

さらに，古紙，雑がみなどの資源化可能な紙ごみや，古着などの資源物を地域で集団回収して

いただく「コミュニティ回収制度」を実施し，登録団体に助成金を交付するなど，地域の皆様の

自主的な分別・リサイクルの取組を支援しています。 

 コラム １ 京都市の家庭ごみの分別について 

○古紙（新聞，ダンボール），雑がみ（紙箱，包装紙など），紙パック 

○古着類（古着，古布） 

○缶類（アルミ缶，スチール缶） 

○びん類（ワンウェイびん） 

○その他（ペットボトル，小型金属類など） 

◆ コミュニティ回収 

◆ 定期収集（５分別・８品目） 

○ 資源ごみ（３分別・６品目） 

 ①缶・びん・ペットボトル，②プラスチック製容器包装，③小型金属・スプレー缶 

○ 大型ごみ 

○ 燃やすごみ 

◆ 拠点回収（１８品目） 

①古紙（新聞，ダンボール），②雑がみ（紙箱，包装紙など），③紙パック， 

④使用済てんぷら油，⑤古着類（古着，古布など），⑥乾電池，⑦ボタン電池， 

⑧充電式電池（小形二次電池），⑨蛍光管，⑩水銀体温計・水銀血圧計，⑪小型家電， 

⑫記憶媒体類（ＣＤ，ビデオテープなど），⑬インクカートリッジ， 

⑭リユースびん（一升びん，ビールびん），⑮刃物類（包丁，はさみなど）， 

⑯使い捨てライター，⑰陶磁器製の食器※，⑱せん定枝※ 

※⑰⑱は，まち美化事務所が市民の皆様の身近な場所に出向いて資源物を回収する「移動式拠

点回収事業」において回収を実施 

◆ 雑がみの分別・リサイクル 

平成２６年６月から，①地域のコミュニティ回収による回収，②古紙回収業者による回収，

③（①，②を利用することが難しい場合）「小型金属類・スプレー缶」の収集と同じ日時・同

じ場所での回収の 3 つの回収方法を柱とした「京都ならではの雑がみの分別・リサイクル」

を全市でスタート 
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（３）家庭ごみの現状と課題 

 

ア 燃やすごみの組成 

・ 生ごみが４割，紙ごみが３割と突出して高く，衣類，せん定枝等の木質ごみの割合も

高くなっています。 

・ そもそもごみにしないことが可能な，手付かず食品，食べ残しといった「食品ロス」，

リサイクル可能な雑がみが，いずれも３万トン以上となっています。また，古紙（新聞，

ダンボール）も４千トン排出されています。 

・ 分別収集しているにもかかわらず，燃やすごみ中のプラスチック製容器包装の割合が

約７％と高くなっています。 

・ 容積で見ると，容器包装がおよそ半分を占めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 資源ごみの分別実施率 

 ・ 缶・びん・ペットボトルの分別実施率と比較して，プラスチック製容器包装の分別実施

率※が３６％と低く，異物混入率も缶・びん・ペットボトルの収集の約２倍と高くなって

います。 

 ・ また，市民アンケート調査結果によると，若年層ほど分別している割合が低いとの状況

も見られました。 

 

 

 

 

図 燃やすごみの組成（平成 25 年度） 

表 資源ごみの分別実施率と異物混入率（平成 25 年度） 

※ 分別実施率 

缶，びん，ペットボトル等，資源ご

みとして分別収集している品目が，資

源ごみとして正しく排出されている量

の割合 

（燃やすごみや資源ごみに出されてい

るすべての量に占める，資源ごみ収集

に正しく排出されている量の割合） 
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ウ 発生抑制の行動割合 

・ 市民アンケート調査結果によると，発生抑制の行動割合は，概ね１５％～５０％となっ

ており，前ページの缶・びん・ペットボトルの分別実施率（８７％）と比べて低くなって

います。 

・ また，若年層ほど発生抑制の行動割合が低いとの結果も見られました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）事業ごみの現状と課題 

  ア 業者収集ごみの組成 

・ 家庭の燃やすごみ（市収集）と同様に，生ごみ（事業所 43.6％，マンション 31.4％），

雑がみ（事業所 14.5％，マンション 16.0％）の割合が高くなっています。 

・ マンション（業者収集）では，家庭の燃やすごみ（市収集）と比較してプラスチック類

の割合が高く（２倍程度高い。特にワンルーム型での割合がファミリー型の２倍と高い），

一方，生ごみの割合が低くなっています（２割以上低い）。 

・ 事業所から依然としてプラスチック類が約１３％排出されている上，缶・びん・ペット

ボトルの排出も約２％見られます（いずれも産業廃棄物に当たる資源物）。 

 

 

表 発生抑制行動に関する市民アンケート調査結果（平成26年2月） 

図 業者収集ごみの組成（平成 25年度） 



 

10 

 

  イ 持込ごみの組成 

・ 木質ごみの割合が約４５％と高く，家具類，せん定枝，刈草などの民間資源化施設でリ

サイクル可能なものが搬入されています。 

・ 紙ごみの割合も約１３％と高くなっています。 

 

 図 持込ごみの組成（平成 25 年度） 
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（１）数値目標の達成状況 

 

 

 

ア ごみの減量に関する数値目標 

前計画では，ごみの市受入量をピーク時の８２万トンから半分以下に削減する目標をはじ

め，４つの数値目標を設定していました。いずれの項目も，平成２５年度実績が平成２７年

度の中間目標値に近づきつつありますが，ここ数年は，ごみの減量がわずかな量にとどまっ

ていることから，平成３２年度の目標達成に向けては，更なるごみの減量が必要な状況です。 

市最終処分量の目標値については，焼却灰溶融施設の稼働による削減を見込んでいました

が，プラント設備工事の施工業者が試運転中に，度重なるトラブルを発生させるとともに，

契約で定めた工期から３年以上経過し，また，施工業者自らが最後の機会と認識したうえで

設定した期限までに，施設の引渡しを受けることが不可能となったため，施工業者との契約

を解除せざるを得なくなりました。そのため，他の項目と比べて実績値と目標値の開きが生

じており，現在，京都市の唯一の最終処分場である東部山間埋立処分地をできる限り長く活

用するための延命策の検討を行っているところです。 

なお，仮に焼却灰溶融施設を導入しなかった場合の前計画における平成３２年度の市最終

処分量の目標値は，５．６万トンと見込まれます。     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 前計画におけるごみの減量に関する数値目標の達成状況 

項 目 

実績値 中間目標 最終目標 

Ｈ12 年度 

(ピーク時) 

H20 年度 

(基準年度) 
H25 年度 Ｈ27 年度 Ｈ32 年度 

①ごみの市受入量（万トン） 82 57 47.2 47（45）☆ 39 

 ピーク時からの削減率（％） ― △30 △42 △43 △52 

②再生利用率（％） －※ 18 24 26 31 

③市処理処分量（万トン） 80 55 44.7 44 36 

 ピーク時からの削減率（％） ― △31 △44 △45 △55 

④市最終処分量（万トン） 16.5 9.2 6.4 3.9 2.8 

 ピーク時からの削減率（％） ― △47 △61 △76 △82 

 
①：ごみの市受入量（市資源化量＋市処理処分量（処理量（焼却量）＋直接埋立量）） 

②：再生利用率（市資源化量＋民間資源化量）÷（ごみの市受入量＋民間資源化量） 

③：市処理処分量（処理量（焼却量）＋直接埋立量） 

④：市最終処分量（直接埋立量＋焼却灰等埋立量） 

※ 平成 12 年度以前は，民間資源化量を推計していなかったため，②再生利用率の推計も行っていません。 

☆ 平成 27 年度のごみの市受入量の目標値については，平成 24 年 3 月に策定した「はばたけ未来へ！
京プラン」実施計画において，45 万トンを目指す新たな目標を設定しています。 

１．６ 前計画の進ちょく状況 

 

数値目標を設定している各項目の設定趣旨等については，「３ 数値目標」（１７ページ～２５ページ）

に記載していますので，御参照ください。 
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  イ 循環型社会構築に向けた数値目標 

前計画では，市内総生産を天然資源等の投入量で割ることによって算定する「資源生産

性」の目標を設定していました（目標：更なる向上を目指す）。 

この項目は，算出に用いる国等の統計資料の更新時期に合わせ，５年ごとに推計してお

り，基準値である平成１７年度の３８万円/トン※から，平成２２年度には４５万円/トンま

で向上しています。 

    ※ 前計画策定時は，平成１７年度の推計値は４２万円/トンでしたが，一部の統計資料が遡及修

正されたことに伴い，再計算した結果が３８万円/トンとなっています。 

    

ウ 低炭素社会構築に向けた数値目標 

   前計画では，ごみ処理に伴う温室効果ガスの排出量と，ごみ発電やバイオガス発電によ

るエネルギー回収による温室効果ガスの削減量の目標値を設定していました。 

   温室効果ガス排出量は，ごみ量の減少や，焼却施設の効率的な稼働に努めたことなどに

より削減し，温室効果ガス削減量は，売却する電力量の増加に努めた効果により増加して

います。 

これにより，温室効果ガスの差し引き排出量は，平成２７年度の目標値を既に達成する

とともに，平成３２年度の目標値にも近づきつつあります。また今後，平成３１年度に稼

働する予定の南部クリーンセンター第二工場に併設するバイオガス化施設の導入による削

減量の増加も見込まれます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 前計画における低炭素社会構築に向けた数値目標の達成状況 

項 目 

実績値 中間目標 最終目標 

Ｈ12 年度 

(ピーク時) 

H20 年度 

(基準年度) 
H25 年度 Ｈ27 年度 Ｈ32 年度 

①温室効果ガス排出量 

（万トン） 
24 16 14 16 13 

 ピーク時からの削減率（％） ― △33 △42 △33 △46 

②温室効果ガス削減量 

（万トン） 
1.1 2.2 3.0 1.7 2.5 

 ピーク時からの増加率（％） ― +100 +173 +55 +127 

（参考）差し引き排出量 

（万トン）（① - ②） 
23 14 11 14 10 

 ピーク時からの削減率（％） ― △39 △ 52 △39 △57 

   ※ 前計画では，温室効果ガス排出量及び削減量の算定に用いる「電気の CO2 排出係数」を「京都市役所

CO2 削減率先実行計画（平成 24 年 3 月策定）」の基準年度である平成 16 年度の数値に固定して算定し

ています。「電気の CO2 排出係数」は，電力会社の電源構成の変動に伴い毎年変動し，その結果，温室効

果ガス排出量及び削減量の算定結果に影響を及ぼします。こうしたごみ量以外の変動要因を取り除き，ごみ

の減量等による温室効果ガス排出削減効果を分かりやすく表すため，「電気の CO2 排出係数」を平成 16

年度の数値に固定しています。 
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（２）施策の進ちょく状況 

 

前計画における４１の推進項目のうち，８５％に当たる３５項目は，既に実施済み又は実

施中で，その他の６項目についても，本計画に引き継ぐなど，実施の見通しが立っています。 

 

 

 

区 分 
推進項目数 

(割合 %) 
推進項目の内容 今後の見通し 

実施済み 

又は実施中 

35 

(85%) 
－ － 

実施前 

最終段階 

4 

(10%) 

①レジ袋削減協定のコンビニエン

スストアやドラッグストアなど

への対象業種の拡大，参加事業

者の拡大による大幅なレジ袋の

削減 

レジ袋有料化をはじめとした取

組を本計画に引き継ぎます。 

②業種別の包装材の削減方法や削

減率を定めたガイドラインの作

成と徹底した指導 

「２Ｒの促進」に関する条例改正

により，これらの取組を引き継い

でいきます（本計画にも引き継ぎ

ます。）。 ③生産，流通，販売の各段階にお

ける包装材の一定量の削減を義

務付ける条例の検討 

④宿泊施設等と連携した宿泊者に

対する分別指導の推進 

企画構想 

段階 

2 

(5%) 

⑤家庭から出るごみの更なる削減

に向けた有料指定袋の最大容量

４５リットル袋の廃止の検討 

ごみ量の状況等を見極めながら，

引き続き検討が必要な施策とし

て本計画に引き継ぎます。 

⑥有料指定袋制度など事業者が排

出するごみの量に応じて処理料

金を負担し，減量努力が反映さ

れる仕組みづくり 

着手前 0 

(0%) 
－ － 

合 計 41 

(100%) 
－ － 

   ※ 資料編に，前計画の施策の進ちょく状況の詳細を記載しています。 

 

 

 

 

表 前計画の施策の進ちょく状況 
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２２  計計画画策策定定趣趣旨旨・・基基本本理理念念等等  
 

 

 

 

本計画は，生活環境の保全及び公衆衛生の向上を図る「一般廃棄物処理基本計画」としての位置

付けに加え，循環型社会，低炭素社会の構築を目指す計画として策定します。 

 

廃棄物処理法により，市町村が定めることとされている「一般廃棄物処理基本計画」として

策定するもので，京都市から発生する一般廃棄物の排出抑制や処理の方法等を定める計画です。 

 

ごみの発生抑制・再使用や，分別・リサイクルの取組などにより，天然資源の消費を抑制し，

環境負荷が低減された「循環型社会」を実現するための道筋を示す計画です。 

 

低炭素社会の構築を目指し，廃棄物部門における温室効果ガスの排出量を削減するための計

画です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 計画の体系 

２．１ 計画の位置付け 

 

② 「循環型社会」の構築を目指す計画 

③ 「低炭素社会」の構築を目指す計画 

① 生活環境の保全と公衆衛生の向上を図る計画 

容器包装リサイクル法 

（H12.4 施行） 

家電リサイクル法 

（H13.4 施行） 

食品リサイクル法 

（H13.5 施行） 

建設リサイクル法 

（H14.5 施行） 

【市の総合計画】 

新・京都市ごみ半減プラン（H27～H32） （H27.3 策定） 

 

はばたけ未来へ！京プラン（京都市基本計画） （H23～H32） 

基本構想を具体化するための第２期の基本計画として，全市的視点

から取り組む主要な政策を示す計画 

【国の法律・計画】 

【環境関連の分野別計画】 

京都市基本構想 （H13～H37） 

21 世紀の京都のまちづくりの方針を理念的に示す長期構想 

 

京の環境共生推進計画 （H18～H27） 

環境保全に関する長期的目標及び個別施策の大綱などを示す計画 

 京都市地球温暖化対策計画  （H23～H32） 

地球温暖化対策に係る各分野についての取組などを示す計画 

 

 

 

 

自動車リサイクル法

（H17.1 施行） 

 

廃棄物処理法（S45.12 施行） 

 

資源有効利用促進法（H3.10 施行） 

 

小型家電リサイクル法

（H25.4 施行） 

 

※ 法律の名称は，一部略称を使用しています。 

環境基本法（H5.11 施行） 

 環境基本計画（第四次計画 H24.4 策定） 

 
循環型社会形成推進基本法（H13.1 施行） 

 循環型社会形成推進基本計画(第三次計画 H25.5 策定) 

 

【条例】 

京都市廃棄物の減量及び 
適正処理等に関する条例 
（H27.3 改正） 
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市民の皆様，事業者の皆様の御理解と御協力により，ごみの減量は着実に進んできていますが，

ごみの処理には，なお年間２６１億円（平成２５年度）もの巨額の費用を要し，また，ここ数年は，

ごみの減量がわずかな量にとどまっています。 

クリーンセンターをできるだけ長く使っていくためには，定期的なメンテナンスと，約２０年間

使用した後に，約２年間にもわたる大規模な改修が必要です。その際には，市全体のごみを２工場

で処理しなければならず，その処理できるごみ量は年間３９万トン（ごみ焼却量３５万トン）とな

ることから，ピーク時からの「ごみ半減」３９万トンを必ず成し遂げなければなりません。 

また，今後，成長戦略の推進により社会経済の活性化を図っていくことや，前計画の想定よりも

人口減少を食い止めていることから，潜在的に発生するごみ量は，前計画の見込みを上回る可能性

が高いため，ピーク時からの「ごみ半減」の実現に向けては，より一層，ごみ減量を加速させるた

めの取組を推進する必要があります。 

 

 

そのため，平成２７年３月に，京都市廃棄物の減量及び適正処理等に関する条例（以下「条例」

という。）を，２Ｒ（ごみになるものを作らない・買わないといった「リデュース」，再使用する

「リユース」）と分別・リサイクルの促進の２つを柱とした，全国をリードする条例へと改正する

とともに（施行は，平成２７年１０月１日），この改正条例の内容をはじめとする新しいごみ減量

施策を盛り込んだ，新たな「ごみ半減プラン」として，本計画を策定します。 

 

 

 

 

２Ｒ（リデュース（発生抑制），リユース（再使用））と分別・リサイクルの促進の２つを柱と

するごみ減量施策を推進し，資源・エネルギーの有効利用と環境負荷の低減等を図り，市民，事業

者の皆様とともに循環型社会を構築し，「しまつの心」や「もったいない」といった京都らしいラ

イフスタイルとビジネススタイルの定着を図り，持続可能な社会の実現，環境先進都市・京都の更

なる進化，さらには京都の都市格の向上に繋げていきます。 

 

 

 

 

平成２７年度から３２年度までの６年間とし，前計画と同じ平成３２年度を目標年度とします。 

 

※ 前計画は，平成２１年度から平成３２年度までの１２年間の計画でしたが，本計画は，前計画の残り

の期間で，新しい施策を盛り込み，目標実現に向け，ごみ減量を加速させる計画であることを踏まえ，

現時点から目標年度までを計画期間とします。 

２．４ 計画期間 

２．２ 計画策定趣旨 

 

２．３ 基本理念 

 

ごみの減量を加速させることが必要 

条例を改正し，新しいごみ減量施策を推進 
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ごみを減らすために必要な三つの要素，Reduce（リデュース（発生抑制）），Reuse（リユー

ス（再使用）），Recycle（リサイクル（再生利用））。この頭文字 Rをとって，３Ｒ（スリー

アール）というキーワードがあります。   

３Ｒは取り組むべき順番が大切で，まず，ごみになるものを作らない・買わないといったよ

うに，そもそもごみになるものを減らす（①リデュース）ことから始めて，次に，使えるもの

は繰り返し使い（②リユース），そして使えなくなったものを可能な限り資源（原材料）として

再び使います（③リサイクル）。 

しかし，リサイクルは，その処理過程で一定のエネルギーを消費することなど，環境負荷や

コストの面などから必ずしも良いことばかりとはいえません。 

 

そこで，京都市では，２Ｒ（ニアール又はツーアール）と呼ばれる「リデュース」と「リユー

ス」の二つの取組を，特に重要なごみ減量の取組として位置付け，積極的に推進しています。 

 コラム ２ ２Ｒ（ニアール）とは 

２２つ合わせて２２ＲＲ 

 

 

 

①①  ＲＲeduce 

（リデュース）：発生抑制 

ごみになるものを作らない・ 

買わないといった， 

そもそもごみになるものを 

減らすことです。 

・レジ袋をもらわない 

・簡易包装の商品を選ぶ 

 など 

②②  ＲＲeuse 

（リユース）：再使用 

ものをそのままの形で 

 繰り返し使用することです。 

・フリーマーケットで 

購入した商品を 

使用する  など 

③③  ＲＲecycle 

（リサイクル）：再生利用 

ものを再び資源として 

利用することです。 

 ・使用済てんぷら油を 

  市バスの燃料として 

使用する  など 
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３３  数数値値目目標標 

 

 

 

 

 

 

 

クリーンセンター３工場体制による適正な処理を確保し，また，京都市の唯一の最終処分場であ

る東部山間埋立処分地をできるだけ長く使用するために必要となる，ごみ量に関する数値目標を次

のとおり設定します。 

①市 受 入 量：ごみ焼却量※１ ＋ バイオガス化量※２ ＋ 市資源化量 ＋ 直接埋立量 

②ご み 焼 却 量：クリーンセンターで焼却するごみ量 

③市処理処分量：ごみ焼却量 ＋ バイオガス化量 ＋ 直接埋立量 

 （＝「①市受入量」－「市資源化量」） 

④市最終処分量：焼却灰等埋立量※３ ＋ 直接埋立量 

 ※１：ごみ焼却量：バイオガス化後の残さを含む。 

 ※２：バイオガス化量：バイオガス化後の残さを含まない。 

※３：焼却灰等埋立量：焼却灰と，資源化時に発生する残さのうち燃えないもの（ガラスくずなど）， 

土砂などの不燃物 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．１ ごみの減量に関する数値目標 

 ごみ量に関する目標 

図 ①市受入量・②ごみ焼却量・③市処理処分量等の関係 

平成 25 年度 

(基準年度) 

平成 32 年度 

(目標年度) 

※ 四捨五入による誤差あり。 

直接埋立量 0.3 万トン 

44 万トン 

②ごみ焼却量 

市資源化量 2 万トン 

③ 

市
処
理
処
分
量 

45 
万
ト
ン 

直接埋立量 0.1 万トン 

35 万トン 

 

②ごみ焼却量 

市資源化量 3 万トン 

バイオガス化量 
1.3 万トン 

平成 12 年度 

(ピーク時) 

③ 

市
処
理
処
分
量 

万
ト
ン 

36 

① 

市
受
入
量 

82 
万
ト
ン 

直接埋立量 4 万トン 

76 万トン 

②ごみ焼却量 

市資源化量 2 万トン 

③ 

市
処
理
処
分
量 

80 
万
ト
ン 

① 

市
受
入
量 

47 
万
ト
ン 

① 

市
受
入
量 

39 
万
ト
ン 
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説 明 

・ ２Ｒの取組と，古紙回収などの民間リサイクルの促進によるごみ減量効果を把握するため 

の指標です。 

ピーク時から現在まで△４２％ 

ピーク時から目標年度まで△５０％以上 

① 市受入量 ８２万トン ４７．２万トン ３３９９万万トトンン  

（対２５年度比 

 △１７％） 

○ １人１日当たり排出量 １，５３０グラム  ８８０グラム  ７３０グラム 

うち，家庭ごみ量   

（  ）内は年間のごみ量 

６４０グラム 

（３５万トン/年） 

 ４４０グラム 

（２３．６万トン/年） 

 ３２０グラム 

（１７万トン/年） 

うち，事業ごみ量   

（  ）内は年間のごみ量 

８９０グラム 

（４７万トン/年） 

 ４４０グラム 

（２３．６万トン/年） 

 ４１０グラム 

（２２万トン/年） 

 

 

 

 

 

 

説 明 

・ ２Ｒの取組と，古紙回収などの民間リサイクルの促進，プラスチック製容器包装の分別など 

の市による資源化，バイオガス化によるごみ焼却量の減量効果を把握するための指標です。 

☆ クリーンセンター３工場体制による適正な処理を確保するためには，ごみ焼却量を３５万ト 

ン以下に削減する必要があります。 

 

【ごみ焼却量の進ちょく管理を補完する指標について】 

  「ごみ焼却量」は，各年度の終了後に，収集・搬入量（市受入量）と，処理した量とを突き合 

わせて集計した後でなければ，その数値を把握することができません。 

  しかし，「ごみ焼却量」の削減目標の達成に向けては，できるだけこまめにその削減状況を把 

握し，次なるごみ減量の取組に繋げていくことが重要であることから，ごみ焼却量に占める割合 

が大きい，次のごみ量について，「ごみ焼却量」の進ちょく管理を補完するための指標として， 

毎月把握して，速報値を公表します。 

◆ 燃やすごみ収集量：市が収集する御家庭から黄色の指定袋で排出されるごみの量 

◆ 事業ごみのクリーンセンター搬入量：業者収集ごみ量（魚アラ等の資源ごみを除く。） 

＋ 持込ごみ量（一部，直接埋立を含む。） 

７６万トン ４４万トン ３３５５万万トトンン  

（対２５年度比 △２０％） 

 平成３２年度  平成２５年度  平成１２年度 

② ごみ焼却量 

 平成２５年度 

(2013 年度) 

現在＝基準 

 平成３２年度 

(2020 年度) 

目 標 

 平成１２年度 

(2000 年度) 

ごみ量のピーク時 
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説 明 

・ ２Ｒの取組と，分別・リサイクルの取組の効果を把握できます。 

 

 

 

 

 

 

焼却灰等埋立量（万トン） 12.8 6.1 5.1 

直接埋立量（万トン） 3.7 0.3 0.1 

説 明 

・ 最終処分量の削減効果を把握するための指標です。 

③ 市処理処分量 ８０万トン ４５万トン ３３６６万万トトンン  

（対２５年度比 △２０％） 

 平成３２年度  平成２５年度 

【最終処分量の削減に関する補足説明】 

前計画における最終処分量削減目標について 

・ 前計画では，市最終処分量について，焼却灰溶融施設の稼働による削減を見込んでいましたが，プ

ラント設備工事の施工業者が試運転中に，度重なるトラブルを発生させるとともに，契約で定めた工

期から３年以上経過し，また，施工業者自らが最後の機会と認識したうえで設定した期限までに，施

設の引渡しを受けることが不可能となったため，施工業者との契約を解除せざるを得なくなりました。 

・ そのため，現在，京都市の唯一の最終処分場である東部山間埋立処分地をできる限り長く活用する

ための延命策の検討を行っているところです。なお，仮に焼却灰溶融施設を導入しなかった場合の前

計画における平成３２年度の市最終処分量の目標値は，５．６万トンと見込まれます。 

本計画の最終処分量の削減目標と延命策の検討について 

・ 市最終処分量の目標値については，平成２７年２月に提出された京都市廃棄物減量等推進審議会か

らの「東部山間埋立処分地の延命策の在り方について」（答申）で提言された延命策について，今後検

討を深めていくところであるため，本計画ではその効果は見込まず，目標値を設定しています。 

（対２５年度比 △１９％） 

④ 市最終処分量 １６.５万トン  ６.４万トン ５５..２２万万トトンン  

 平成３２年度  平成２５年度 

 平成１２年度 

 平成１２年度 
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 本計画における，ごみ減量の２つの柱の一つである２Ｒの促進により，重点的に実施していく取

組について，その削減目標を設定します。 

具体的には，手付かず食品や食べ残しといった食品ロスの削減，食品スーパー等との連携による

取組を強化するレジ袋の削減，製造・小売業者との連携により，充電式電池への転換を促進する乾

電池（ボタン電池を含む）の削減の３つの取組です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 

 

説 明 

市が収集する御家庭から黄色の指定袋で排出されるごみと，一般廃棄物収集運搬業許可業者が収

集する事業所等から排出されるごみについて，その中に含まれる食品ロスの量を，ごみ組成調査を

行うことによって推計します。食品ロスの組成調査は，食べ残しの排出状況を細かく確認する必要

があるため，５年に１回実施していますが，今後は隔年で実施し，数値を推計していく予定です。 

なお，本計画における「食品ロス」は，当面は※1，「手付かず食品」及び「食べ残し」を対象と 

 します。 

※１ 食品ロスについては，その削減手法や定義などに関して，今後の国内外での議論の動向を 

見ながら継続的に検討していく必要があるため，その対象の考え方は当面のものとします。 

 

 

 

 

説 明  

市が収集（燃やすごみだけでなく，資源ごみ収集も含む。）する御家庭から排出されるごみ 

の中に含まれるレジ袋の量・枚数を，ごみ組成調査を行うことによって推計します。 

（事業系のレジ袋は産業廃棄物に該当しますので，当面は，目標設定の対象にはしません。） 

 

 

 

 

説 明  

市が収集（燃やすごみだけでなく，資源ごみ収集・拠点回収も含む。）する御家庭から排出 

されるごみの中に含まれる乾電池（ボタン電池を含む。）の量・個数を，ごみ組成調査を行うこ 

とによって推計します。 

（事業系の乾電池は産業廃棄物に該当しますので，当面は，目標設定の対象にはしません。） 

  

 ２Ｒの促進に関する目標 

９．６万トン ６．７万トン ５５万万トトンン  

（対２５年度比 △２５％） 

 平成３２年度  平成２５年度 

⑤ 食品ロス排出量 

5,200 トン 3,200 トン 11,,880000 トトンン  

（対２５年度比 △４４％） 

ピーク時から概ね半減 

５５０トン ３００トン ２２５５００トトンン  

（対２５年度比 △１７％） 

⑦ 乾電池排出量 

（ボタン電池を含む。） 

⑥ レジ袋排出量 

 平成１２年度 

＜推定枚数   5.0 億枚        3.5 億枚       2.0 億枚※２ ＞ 

＜推定個数   1,600 万個     1,200 万個      1,000 万個※２ ＞ 

※２ 平成３２年度のレジ袋の枚数と乾電池の個数は，平成３２年度の目標トン数と平成２５年度の１枚（個）当たりの重さを使用して推定 
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 本計画における，ごみ減量の２つの柱の一つである分別・リサイクルの促進により，重点的に実

施していく取組について目標を設定します。 

具体的には，家庭ごみ・事業ごみともに，分別・リサイクルを促進し，分別実施率の大幅な向上

が必要となっている雑がみなどの資源化可能な紙ごみ（家庭ごみ・事業ごみの中に約７万トン）な

どの「紙ごみ排出量」の削減目標を設定するとともに，家庭ごみの分別実施率が３６％と低い状況

にある「プラスチック製容器包装の分別実施率」，水銀に関する水俣条約の制定を機に回収促進を

図っている，御家庭で身近な水銀含有廃棄物である「乾電池」と「蛍光管」の回収率を目標として

設定します。また，クリーンセンターへの持込ごみとして，年間１．４万トンもの排出が見られる

木質ごみについて，排出量の削減目標を設定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

説 明 

京都市が受け入れているすべてのごみの中に含まれる紙ごみの量を，ごみ組成調査を行うこと 

によって推計します。 

 

 

 

 

説 明 

市が収集している家庭ごみ（燃やすごみ，缶・びん・ペットボトル，プラスチック製容器包装，

小型金属・スプレー缶）に排出されているごみに含まれるプラスチック製容器包装の量を，ごみ 

組成調査を行うことにより把握し，プラスチック製容器包装分別収集に出されている割合（分別 

実施率）を推計します。 

 

 

 

 

説 明 

プラスチック製容器包装の分別実施率と同様の手法で，市が収集している家庭ごみ及び拠点回収

に排出されているこれらの品目のうち，拠点回収に排出されている割合を推計します。 

 

 

 

 

 説 明 

 持込ごみの組成調査を行うことによって推計します。 

 分別・リサイクルの促進に関する目標 

－ ３６％ ６６００％％  

（対２５年度比 ＋２４ポイント） 

 平成３２年度  平成２５年度 

２２万トン １４万トン １１００万万トトンン  

（対２５年度比 △２９％） 

６％    ２８％ 
 －      ２７％ ５５００％％  

（対２５年度比 ＋２２ポイント） 
（対２５年度比 ＋２３ポイント） 

－ １．４万トン １１万万トトンン  

（対２５年度比 △２９％） 

⑫ 持込ごみとして 

クリーンセンターに 

搬入される木質ごみの排出量 

⑩ 乾電池回収率 

⑪ 蛍光管回収率 

⑨ プラスチック製容器 

包装の分別実施率 

⑧ 紙ごみ排出量 

 平成１２年度 
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ごみの焼却と施設・車両等のエネルギー消費に伴う温室効果ガス排出量から，ごみ発電やバイオ

ガス発電といったエネルギー回収による削減量を差し引いた，廃棄物処理事業全体での温室効果ガ

スの排出量の目標数値を設定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

３．２ 低炭素社会の構築に向けた数値目標 

平成３２年度 

(2020 年度) 

目 標 

平成２５年度 

(2013 年度) 

現在＝基準 

ごみ処理の過程で発生する CO2などの温室効果ガスは，その大部分（排出量の約８割）がプラ

スチック類の焼却によるものです。 

京都市では，プラスチック製容器包装の分別収集を実施していますが，現状の分別実施率は約

４割であり，残りは分別されないまま焼却されています。 

レジ袋をもらわない，プラスチック製の包装を使っていない商品を選ぶなどの消費行動や，排

出するときに分別を徹底することで，温室効果ガスの排出を大きく削減することができます。 

 コラム ３ 温室効果ガスの削減 

 

施設・車両等のエネ 

ルギー消費による排出 

排

出

量 

【目標】 

温室効果ガス排出量 

（前計画における「差し引き排出量」） 

ごみの焼却 
による排出 
（大部分が 

プラスチック類の 
焼却による排出） 

発電等のエネルギー

回収による削減 

図 温室効果ガス算定の考え方 

 

 
 

削減量 
【補 足】 

■ 温室効果ガス排出量の目標値に関する前計画からの変更点 

  前計画では，この図の「排出量」（減ることが良い指標）と「削減量」（増えることが良い指標）をそれ

ぞれ目標設定し，それらの「差し引き排出量（排出量－削減量）」を参考値としていましたが，本計画では，

この「差し引き排出量」を減らしていくことの重要性を踏まえ，これを「温室効果ガス排出量」として扱

い，その削減目標を設定することとしました。 

また，前計画策定時以降に温室効果ガス排出量に算入することとなった合成繊維類の焼却に伴う温室効

果ガス排出量を新たに算入するとともに，温室効果ガス排出量の算定に用いる電気の使用に伴う二酸化炭

素排出量の排出係数を，平成１６年度から平成２５年度の数値に変更しています。 

■ 温室効果ガス排出量の算定に用いる電気の CO2 排出係数 

温室効果ガス排出量及び削減量の算定に用いる「電気の CO2 排出係数」は，電力会社の電源構成の変

動に伴い毎年変動し，その結果，温室効果ガス排出量及び削減量の算定結果に影響を及ぼすことから，ご

み減量等による温室効果ガス排出削減効果が見えにくくなっています。そのため，こうした変動要因を取

り除き，ごみの減量等による温室効果ガス排出削減効果を分かりやすく表すため，本計画では，「電気の

CO2 排出係数」を平成 25 年度の数値に固定し，温室効果ガス排出量及び削減量を算定しています。 

⑬ 温室効果ガス排出量 ２７万トン １２万トン 

（対２５年度比△３３％） 

８８万万トトンン  

平成１２年度 

(2000 年度) 

ごみ量のピーク時 
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説 明 

・ 資源生産性（円/トン） ＝ 市内総生産（円） ÷ 天然資源等投入量（トン） 

・ 「資源生産性」は，いかに少ない資源で，「もの」や「サービス」を生み出すことができるか

を示し，天然資源や循環資源の消費量と経済の関係を表す指標ですが，算定に必要な統計資料の

更新頻度が５年と長く，また，算定に必要なデータの市単位での数値の把握が難しいといった課

題もあることから，参考指標として設定し，更なる向上を目指します。 

 
図 資源生産性のイメージ 

ごみの減量 

により することで 

 

天
然
資
源
等
投
入
量 

 

市
内
総
生
産 

 

資
源
生
産
性 

（参考指標）資源生産性 更なる向上を目指す 

平成２２年度 

 
４５万円/トン 

３７万円/トン（平成２２年度） ＜参考＞国全体での資源生産性 

平成３２年度 

 
 
 
 
 
 
 

民間資源化量（万トン） １２ １６ 

 市資源化量（万トン） ２ ３ 

市受入量（万トン） ４７ ３９ 

合  計（万トン） ５９ ５５ 

説 明 

・ 再生利用率＝（市資源化量＋民間資源化量）／（市受入量＋民間資源化量）×１００％ 

・ 分別・リサイクルの効果を把握できる指標ですが，民間資源化量は，古紙回収などの量を事 

 業者へのアンケート調査等によって把握していることから，そのすべてを把握することはでき 

 ません。そのため，今後とも把握率の向上に努めながら，参考指標として数値を確認していき 

ます。 

（＋１０ポイント） 

３３４４％％  
 

（参考指標）再生利用率 ２４％ 

平成２２年度 平成３２年度 

参考指標 
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表 数値目標の一覧 

項 目 単 位 

平成 12 年度 

<2000 年度> 

ごみ量のピーク時 

平成 25 年度 

<2013 年度> 

基  準 

平成 32 年度 

<2020 年度> 

目  標 

目 標/ 

基準年度比 

（ピーク時比） 

＜ごみの減量に関する数値目標＞     

ごみ量に関する目標     

①市受入量 万トン ８２ ４７．２ ３９ 
△１７％ 

（△５２％） 

（１人１日当たり） グラム １，５３０ ８８０ ７３０ 
△１５０ 

（△８００） 

 
家庭ごみ量 万トン ３５ ２３．６ １７  

 
（１人１日当たり） グラム 640 440 320 

△120 
（△320） 

 
事業ごみ量 万トン ４７ ２３．６ ２２  

 
（１人１日当たり） グラム 890 440 410 

△30 
（△480） 

②ごみ焼却量 万トン ７６ ４４ ３５ 
△２０％ 

（△５４％） 

③市処理処分量 万トン ８０ ４５ ３６ 
△２０％ 

（△５５％） 

④市最終処分量 万トン １６．５ ６．４ ５．２ 
△１９％ 

（△６８％） 

２Ｒの促進に関する目標     

⑤食品ロス排出量 万トン ９．６ ６．７ ５ 
△２５％ 

（△４８％） 

⑥レジ袋排出量 トン 5,200 3,200 1,800 
△４４％ 

（△６５％） 

⑦乾電池排出量 トン 550 300 250 
△１７％ 

（△５５％） 

分別・リサイクルの促進に関する目標    

⑧紙ごみ排出量 万トン ２２ １４ １０ 
△２９％ 

（△５５％） 

⑨プラスチック製容器包装の分別実施率 ％ － ３６％ ６０％ ＋２４ポイント 

⑩乾電池回収率 ％ ６％ ２８％ ５０％ 
＋２２ポイント 

（＋４４ポイント） 

⑪蛍光管回収率 ％ － ２７％ ５０％ ＋２３ポイント 

⑫持込ごみとしてクリーンセンターに

搬入される木質ごみの排出量 
万トン － １．４ １ △２９％ 

＜低炭素社会の構築に向けた数値目標＞    

⑬温室効果ガス排出量 万トン ２７ １２ ８ 
△３３％ 

（△７０％） 

＜参考指標＞   

再生利用率 ％ － ２４％ ３４％ ＋１０ポイント 

資源生産性 万円/トン － ４５ 更なる向上を目指す 

※ 平成 12 年度の数値が「－」の項目は，当時に当該品目の分別の取組を行っていないなどの理由から，
数値の推計を行っていません。 

内 

訳 

（ 平 成 ２ ２ 年 度 ） 
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平成３２年度のごみの減量目標を達成できたときの，各御家庭における毎週の平均的な燃や

すごみの排出量をお示しします。 

是非一度，現在の皆さんの排出量と比べてみて，ごみ減量の目安にしてみてください。 

 コラム ４ 

 

「ピーク時からのごみ半減」を達成するには？ 

※ あくまで目安です。紙おむつなどを出されている場合は，除いてお考えください。 

※ 民間業者が収集するマンションの場合は，市販の透明袋で出してください。 
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４４  ごごみみ処処理理のの基基本本的的なな考考ええ方方  
 

 

 

 

２Ｒと分別・リサイクルの促進の２つを柱とするごみ減量の取組を進めることにより，徹底して

ごみの減量化を図り，最後に残ったごみは，エネルギー回収の最大化，温室効果ガス排出量の削減，

最終処分量の最小化といった，環境負荷の低減と，ごみ処理コストの削減も図りながら，適正に処

理します。 

 

（１）ごみの減量 ～２Ｒと分別・リサイクルの促進の２つの柱～ 

 

そもそもごみになるものを作らない・買わないといった「リデュース」（ごみの発生抑

制）と，繰り返し使う「リユース」（再使用），この２つを合わせた「２Ｒ」を促進し，そ

もそもごみになるものを減らします。 

 

「２Ｒ」により，そもそもごみになるものを減らしつつ，資源・エネルギーとして利用

できるごみは，「分別・リサイクル」を促進し，再生利用を推進します。 

（２）ごみの適正処理とエネルギー回収 ～エネルギー回収の最大化と環境負荷の低減～ 

徹底してごみの減量化を図った上で，それでも残ったごみは，ごみ発電とバイオガス化＊を

併用することによるエネルギー回収の最大化と温室効果ガス排出量の削減，最終処分量の最

小化といった，環境負荷の低減と，ごみ処理コストの削減も図りながら，安心・安全に適正

処理します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

埋
立 

ご
み
発
生
量 

焼
却
灰 

 

ご
み
潜
在
発
生
量 

リサイクル 

リデュース（ごみの発生抑制） 

リユース（ものを再使用する） 

エネルギー 

回収 

＋
バ
イ
オ
ガ
ス
化 

ご
み
発
電(

焼
却)

 

※ 

ごごみみ減減量量のの１１つつ目目のの柱柱  

「「２２ＲＲのの促促進進」」 

 

ごごみみ減減量量のの２２つつ目目のの柱柱  

「「分分別別・・リリササイイククルルのの促促進進」」  

 

※ ごみ減量に取り組まなかった場合の発生量 

埋立処分地の

延命策の検討 

 

ごごみみのの適適正正処処理理 

４．１ ごみ処理の基本的な考え方 

２Ｒの促進 

分別・リサイクルの促進 

＊ バイオガス化 

生ごみ等を処理し，メタン等のガスを生成させる処理方式。取り出したガスを

発電や熱供給のエネルギー源として利用する。 
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５５  施施策策のの体体系系  
  

 

 

 

本計画における施策は，ごみ処理の基本的な考え方を踏まえ，次の２つの分野で構成します。 

 

 

「２Ｒの促進」と「分別・リサイクルの促進」の２つの柱の下に，１１の基本施策と２９

の推進項目により構成 

 

  「ごみ処理施設の整備・運営」と「ごみの適正処理における環境負荷の低減と安心・安全

の確保等に関する施策」により構成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【２つの柱】 【１１の基本施策】 

図 本計画の施策の体系 

「２Ｒの促進」 

～そもそもごみになるものを減

らす～ 

 

「分別・リサイクルの促進」 

～ごみは資源・ｴﾈﾙｷﾞｰ，分別・ﾘｻｲｸﾙ～ 

 

２つの柱に共通する施策  

■ ごみ減量施策 

■ ごみの適正処理とエネルギー回収に関する施策 

ごみ処理施設の整備・運営 

 

ごみの適正処理における環境負荷の低

減と安心・安全の確保等に関する施策 

 

【共通施策】 

 

 

 

((22))  ピピーークク時時かかららのの食食品品ロロスス半半減減にに向向けけたた取取組組のの推推進進  

((1100))  国国，，事事業業者者，，各各種種団団体体等等へへのの提提案案・・提提言言  

((11))  条条例例にに基基づづくく，，市市民民，，事事業業者者，，京京都都市市のの協協働働にによよるる２２ＲＲのの取取組組のの推推進進  

((33))  レレジジ袋袋有有料料化化等等，，レレジジ袋袋削削減減のの取取組組のの強強化化  

((66))  市市民民のの自自主主的的なな分分別別・・リリササイイククルルをを促促進進すするる仕仕組組みみのの拡拡充充・・強強化化   

((55))  条条例例にに基基づづくく，，徹徹底底ししたた分分別別にによよるるリリササイイククルルのの推推進進  

((99))  大大学学・・企企業業等等ととのの連連携携のの推推進進  

((88))  ごごみみ減減量量にに関関すするる啓啓発発・・支支援援のの充充実実・・強強化化  

 

 ((11))  ごごみみのの適適正正処処理理ににおおけけるる環環境境負負荷荷のの低低減減  

((22))  市市民民のの安安心心・・安安全全ととままちちのの美美化化のの推推進進  

((44))  イイベベンントト等等ののエエココ化化のの推推進進  

((77))  ババイイオオママススのの活活用用のの推推進進  

((1111))  引引きき続続きき検検討討がが必必要要なな施施策策  

ククリリーーンンセセンンタターー，，埋埋立立処処分分地地，，再再資資源源化化施施設設のの整整備備・・  

運運営営のの考考ええ方方，，計計画画  

【
２
９
の
推
進
項
目
】 

５．１ 施策の体系 

① ごみ減量施策 

② ごみの適正処理とエネルギー回収に関する施策 

【
４
つ
の
推
進
項
目
】 
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６６  ごごみみ減減量量施施策策  
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基基本本施施策策（（１１））条条例例にに基基づづくく，，市市民民，，事事業業者者，，京京都都市市のの協協働働にによよるる２２ＲＲのの取取組組のの推推進進  

重点化すべき６つの分野（①ものづくり，②食，③販売と購入，④催事（イベント等），⑤

観光等，⑥大学・共同住宅等）に関し，事業者の皆様又は市民の皆様に実施していただくこ

とや実施に努めていただくこと，事業者の皆様による取組の実施状況等の報告書の提出など

を条例に掲げ，２Ｒの取組を推進していきます。 

３３ページ                           参照 

① ２Ｒを中心とするごみ減量に関する事業者，市民等の実施義務又は努力義務 

推進項目 

② 事業者による取組の実施状況等に関する報告義務 

③ 事業者，市民等による取組の実施状況を把握するための市民モニター制度 

そもそもごみになるものを作らない・買わないといった「リデュース」（ごみの発生抑制）

と，繰り返し使う「リユース」（再使用），この２つを合わせた「２Ｒ」を促進し，そもそ

もごみになるものを減らします。 

 

６．１ 「２Ｒの促進」 ～そもそもごみになるものを減らす～ 

 
新たなごみ減量・分別の仕組み（条例改正） コラム ５ 

基基本本施施策策（（２２））ピピーークク時時かかららのの食食品品ロロスス半半減減にに向向けけたた取取組組のの推推進進  

手付かず食品や食べ残し，いわゆる「食品ロス」を削減する数値目標を全国で初めて掲げ，

事業者の皆様，市民の皆様と力を合わせて，食品ロス半減を目指して取り組んでいきます。 

④ 生ごみ３キリ運動※の更なる推進 

 ※ 食材を使い切る「使いキリ」，食べ残しをしない「食べキリ」，ごみとし 
  て出す前に水を切る「水キリ」，これらの３つの「キリ」を推進する運動 

推進項目 

⑤ 食べ残しゼロ推進店舗認定制度※の普及拡大 

 ※ 「生ごみ３キリ運動」の取組等を推進している飲食店や宿泊施設を認定。 
  認定店舗には認定証・ステッカーを交付し，市ホームページで取組を紹介 

⑥ 食品ロス削減等の市民・事業者の行動場面別ごみ減量メニューの 

検討・支援・実施等 

⑤ 

④ 
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基基本本施施策策（（３３））レレジジ袋袋有有料料化化等等，，レレジジ袋袋削削減減のの取取組組のの強強化化  

「京都方式」とも呼ばれるレジ袋削減協定※を，全国に先駆けて事業者等と締結した都市と

して，発生抑制の取組の象徴とも言えるレジ袋の削減の取組を強化していきます。 

⑦ レジ袋使用枚数の最も多い業態である食品スーパーにおける 

レジ袋有料化の市内全店舗への拡大実施に向けた取組の推進 

推進項目 

⑧ コンビニエンスストア等の食品スーパー以外の業態における 

レジ袋有料化等，レジ袋削減の取組の拡大 

※ 「マイバック等の持参促進及びレジ袋の削減に関する協定」。レジ袋の使用を抑制し，マ
イバック等の持参を促進することを目的に京都市及び事業者，市民団体，京都市レジ袋有料
化推進懇談会とで結んだ自主協定。平成１９年１月に第１回締結後，第７回まで実施 
・ 平成２７年３月現在：１５事業者（９０店舗，３商店街），１１市民団体が参加 

基基本本施施策策（（４４））イイベベンントト等等ののエエココ化化のの推推進進  

祇園祭などの祭礼，京都マラソン，学園祭，地蔵盆や地域のイベントまで，京都市で催さ

れる年間１万件を超えるイベント等で発生する容器包装をはじめとしたごみの減量の取組を

推進していきます。 

⑨ 京都市認定エコイベント※等の普及拡大 

 
 

推進項目 

⑩ リユース食器の普及拡大に向けた導入支援等の推進 

⑪ 祇園祭をはじめとしたお祭り等におけるごみ減量の取組の推進 

⑦⑧ 

※ 平成２２年１０月に策定した「京都市エコイベント実施要綱」＊に基づく認定イベント。 
京都市主催・共催のイベントはもとより，広く民間主催のイベントも対象に，主催者と参加
者との協働による「エコ化」の取組を促進 

＊京都市エコイベント実施要綱 
○ 目的 イベントの開催に伴う環境負荷の低減と，イベントに関わる全ての人に対す

る環境保全意識の啓発を図ることにより，市内で開催されるあらゆるイベント
で「エコ化」に取り組む風土を醸成 

○ イベント主催者が取り組むべき内容を「５つのポイント」に分類 
①ごみの発生抑制とリサイクル推進， ②省エネルギー・省資源の推進， 
③グリーン購入の推進，       ④交通手段における環境への配慮， 
⑤参加者の環境意識の醸成 

○ 「５つのポイント」を満たすイベントを「京都市認定エコイベント」として登録
し，市のホームページ等でＰＲ 

○ 京都市主催・共催イベントだけでなく，広く民間主催のイベントもエコ化の対象 

⑨⑩⑪ 
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基基本本施施策策（（５５））条条例例にに基基づづくく，，徹徹底底ししたた分分別別にによよるるリリササイイククルルのの推推進進  

家庭ごみ，事業ごみともに，分別を「協力」から「義務」に引き上げて，周知・啓発の取

組の強化と併せて，分別の徹底を図っていきます。 

３３ページ                           参照 

 

⑬ マンションにおける分別徹底に向けた更なる周知・啓発の推進 

推進項目 

⑫ 分別の義務化とその周知・啓発の徹底 

「２Ｒ」により，そもそもごみになるものを減らしつつ，資源・エネルギーとして利用で

きるごみは，「分別・リサイクル」を促進し，再生利用を推進します。 

６．２ 「分別・リサイクルの促進」 ～ごみは資源・エネルギー，分別・リサイクル～ 

基基本本施施策策（（６６））市市民民のの自自主主的的なな分分別別・・リリササイイククルルをを促促進進すするる仕仕組組みみのの拡拡充充・・強強化化  

コミュニティ回収や拠点回収など，広く市民の皆様が自主的に分別・リサイクルに取り組

んでいただけるよう，分別排出の機会を拡大するとともに，その周知・啓発の取組なども強

化していきます。 

⑮ 古着のコミュニティ回収での回収拡大 

推進項目 

⑭ 資源化可能な紙ごみ等のコミュニティ回収の拡大 

⑯ せん定枝の分別排出機会の拡大（臨時回収など） 

⑰ 小型家電，電池，水銀含有廃棄物（蛍光管等）をはじめとする 

資源物及び有害・危険ごみの回収の促進 

⑱ 持込ごみ（せん定枝等の木質ごみ）の民間リサイクル施設への 

誘導策の検討・実施 

⑯⑱ 

⑫⑬ 

⑭ 

 
新たなごみ減量・分別の仕組み（条例改正） コラム ５ 
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⑳ 生ごみのたい肥化による地産地消モデル地域の構築 

推進項目 

⑲ 「京都市バイオマスＧＯ！ＧＯ！プラン」に基づく廃棄物系 

バイオマスのエネルギー利用等の取組の推進 

㉑ 学校や公園の落ち葉，家庭からの生ごみなど地域単位でのたい肥化 

の促進 

基基本本施施策策（（７７））ババイイオオママスス※※のの活活用用のの推推進進  

ごみからエタノールを製造する技術などの最先端の研究開発から，落ち葉や生ごみのたい

肥化といった地域ぐるみの取組まで，私たちの身近にあるバイオマスの有効活用を推進して

いきます。 

⑳ 

基基本本施施策策（（８８））ごごみみ減減量量にに関関すするる啓啓発発・・支支援援のの充充実実・・強強化化  

ごみ減量意識の更なる向上を図るため，地域との連携による取組や，中小零細事業者等の

皆様への啓発，支援等の取組を推進していきます。 

㉓ 中小零細事業者等へのごみ減量啓発・支援の強化 

推進項目 

㉒ 地域ごみ減量推進会議やエコ学区等，地域とまち美化事務所・エコ 

まちステーションの連携による，地域や世帯の特性に応じた戦略的で 

わかりやすい広報・啓発・支援 

㉔ ごみ減量等に取り組む優良事業者の表彰 

※ バイオマス 

家畜排せつ物や生ごみ，木くずなどの動植物から生まれた再生可能な有機性資源 

６．３ ２つの柱に共通する施策 

㉒ 
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基基本本施施策策（（９９））大大学学・・企企業業等等ととのの連連携携のの推推進進  

昭和５５年から３５年以上にもわたり，地元の京都大学と連携して実施している家庭ごみ

細組成調査をはじめ，大学や企業との連携によるごみ減量の調査研究，取組等を推進します。

の皆様への啓発，支援等の取組を推進していきます。 

推進項目 

㉕ 大学・企業と連携した調査・研究と海外研修生の受入れなど技術提携の推進 

基基本本施施策策（（1100））国国，，事事業業者者，，各各種種団団体体等等へへのの提提案案・・提提言言  

拡大生産者責任の考え方を踏まえた，ものづくり企業等への働きかけや，広域的に実施す

る必要がある施策や各種リサイクル制度の改善など，全国展開で取り組む必要があるごみ減

量施策の実現に向け，２Ｒを促進する条例改正等を背景に，京都市が全国をリードするごみ

減量の取組を進めつつ，国，事業者，各種団体等に対して，より一層，積極的に働きかけて

いきます。 

推進項目 

㉖ 拡大生産者責任の考え方を踏まえた，ものづくり企業等への働きかけや，広域的に実施 

する必要がある施策や各種リサイクル制度の改善など，全国展開で取り組む必要があるご

み減量施策の推進に関する国，事業者，各種団体等への提案・提言 

基基本本施施策策（（1111））引引きき続続きき検検討討がが必必要要なな施施策策  

今後のごみ減量の状況等を見極めながら，引き続き，ごみ減量の促進に向けた制度を研究，

検討していきます。 

推進項目 

㉗ 家庭から出るごみの更なる減量に向けた有料指定袋のサイズの検討 

㉘ 業者収集ごみの有料指定袋制に関する検討 

㉙ 業者収集ごみ搬入手数料に関する検討 
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ピーク時からの「ごみ半減」に向け，ごみ減量を加速させるため，２Ｒ（ごみになるものを作

らない・買わないといった，そもそもごみになるものを減らす「リデュース」と，ものを繰り返

し使う「リユース」）と分別・リサイクルの促進の２つを柱として，平成２７年３月に，「京都市

廃棄物の減量及び適正処理等に関する条例」を改正しました（施行は，平成２７年１０月１日）。 

 

【新たな仕組み（条例改正）のポイント】 

 

１ ２Ｒを中心とする取組 

ごみ減量について，重点化すべき６つの分野（①ものづくり，②食，③販売と購入，④催事

（イベント等），⑤観光等，⑥大学・共同住宅等）における，特に重要な２９の取組について，

次のことを条例に掲げました。 

（１）実施義務・努力義務 

・ 関係事業者等の皆様に実施していただく取組（実施義務：８項目）と，実施に努めて

いただく取組（努力義務：２１項目）を設定 

・ 市民の皆様には，関係事業者等の皆様の実施義務８項目と「対」になる取組を，実施

に努めていただく取組として設定  

※ 具体的な取組内容：３４から３５ページ 参照 

（２）報告義務 

実施義務・努力義務の取組について，一定規模以上の関係事業者（飲食，小売，旅館等

及び大学）から，当該年度の実施計画と前年度の実施状況を市に報告（報告された内容を，

市がとりまとめて公表） 

（３）市民モニター制度 

関係事業者等（飲食，小売，催事主催者）による取組の実施状況を把握するための市民

モニター制度を創設 

 

２ 分別・リサイクルの取組 

家庭ごみ，事業ごみともに，分別を「協力」から「義務」に引き上げました。 

（１）家庭ごみの分別 

   次のごみは，「燃やすごみ」の黄色い指定袋の中に入れず，決められた方法で必ず分別し

て排出していただきます。 

 

 

 

 

（２）事業ごみの分別 

   次のごみは，一般廃棄物収集運搬業許可業者が収集してクリーンセンターに搬入するごみ

（透明袋による排出）又はクリーンセンターに自ら持ち込むごみとは，必ず分別して排出し

ていただきます。 

 コラム ５ 新たなごみ減量・分別の仕組み（条例改正） 

・ 定期収集している資源ごみ（缶・びん・ペットボトル，プラスチック製容器包装，小型金属・スプレー

缶） 

・ リサイクルできる紙ごみ（新聞，ダンボール，紙パック，その他の雑誌等の雑がみ） 
・ 大型ごみ 

・ 有害・危険物（薬品類，石油類等） 

 

・ リサイクルできる紙ごみ（新聞，ダンボール，紙パック，その他の雑誌等の雑がみ） 

・ 缶・びん・ペットボトル，プラスチック類，金属類等の産業廃棄物 

※ ただし，雑誌以外の雑がみ及び紙パックは，平成２８年４月１日から開始 
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表 関係事業者・市民等の皆様に実施していただく取組 

■ 関係事業者等の皆様に「実施していただく取組」（実施義務：８項目） 

  市民の皆様に「実施に努めていただく取組」（努力義務：８項目） 

 

№ 取組分野 業種等 条例 

取組項目 

（上段：関係事業者等の皆様に実施していただく取組， 

下段：市民の皆様に実施に努めていただく取組） 

１ ①ものづくり 製造 

１０条 
１項 

環境にやさしい製品への転換促進に関する消費者向け
のＰＲへの協力（乾電池から充電池へ，蛍光管からＬＥＤへ など） 

１０条 
３項 

乾電池から充電池，蛍光管からＬＥＤへの転換など環境
にやさしい製品の利用 

２ ②食 飲食 

１２条 
１項 

食べ残さない食事を促進するためのＰＲ（小盛りメニュ
ーの紹介，本市作成のＰＲ媒体の配架，掲示等） 

１２条 
４項１号 

食べ残さない食事の実践 

３ 

③販売と購入 
※「②食」の 
 観点も含む 

小売 

１１条 
１項１号 

ごみの少ないお買い物又は資源物の回収を消費者に促
進するためのＰＲ 

１１条３項 
１・３号 

ごみの少ないお買い物の実践・資源物の回収拠点への排
出 

４ 

１１条 
１項２号 

レジ袋の要否と必要枚数の確認 

１１条 
３項２号 

マイバッグ（買い物袋）の持参，レジ袋の使用辞退 

５ 
④催事（イベン

ト等） 
主催者 

１３条 
３項 

イベントにおける資源ごみの分別回収 

１３条 
４項 

イベントにおける資源ごみの分別排出 

６ ⑤観光等 
ホテル・ 

旅館 

１４条 
３項 

宿泊者が資源ごみを分別排出できる環境の提供又は分
別排出方法の案内（宿泊者ではなく，従業員が分けることも可） 

１４条 
４項 

宿泊施設における資源ごみの分別排出 

７ 

⑥大学・共同住
宅等 

大学 

１５条 
１項 

学生への減量方法・分別ルールの周知・啓発 

１０条３項 
３９条等 

ごみ減量の取組及び分別排出※の実施 

８ 
集合住宅 
管理者 

１６条 
１項 

居住者への減量方法・分別ルールの周知・啓発 

１０条３項 
３９条等 

ごみ減量の取組及び分別排出※の実施 

 （注）この表に記載している各分野の取組と同様の効果が期待される類似の取組で義務を履行していただ

くこともできます。 

  ※ 分別排出については，一部義務化されているものがあります（３３ページの「２ 分別・リサイク
ルの取組」参照）。 
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■ 関係事業者等の皆様に「実施に努めていただく取組」（努力義務：２１項目） 
 

№ 取組分野 業種等 条例 取組項目 

１ 

①ものづくり 製造 

１０条 
２項１号 

製品の軽量化等の環境配慮ポイントのＰＲ（包装への印
字等） 

２ 
１０条 

２項 2 号 
自治体が実施する分別収集や拠点回収への排出を促す
ＰＲ（電池，蛍光管，家電等へのラべリングなど） 

３ 

②食 飲食 

１２条 
２項 

食べ切れなかった料理の持帰りを希望される方への対
応（ドギーバッグ※等） 

４ 
１２条 

３項３号 
ウェットティッシュ，ペーパータオルなど使い捨て製品
の使用抑制 

５ 
１２条 

３項３号 
使い捨て容器（食器）の使用抑制 

６ 

③販売と購入 
※「②食」の 
観点も含む 

小売 

１１条２項１号 
１2 条 3 項１号 

量り売りや簡易包装，省容器包装販売の推進 

７ 
１１条 

２項１号 
容器包装の少ない商品のＰＲ（商品棚への表示など） 

８ 
１１条 

２項２号 
レジ袋削減効果の高い，レジ袋有料化又はポイント還元
（キャッシュバックも含む）の実施 

９ 
１１条 

２項３号 
店頭回収の実施（容器包装，家電，電池，蛍光管 等） 

１０ 
１２条 

３項１号 
食料品の見切り販売（賞味期限の近い商品の値引き等）
の実施 

１１ 
１２条 

３項１号 
食料品の欠品理由の表示など，廃棄ロスを抑えた販売の
実施についての消費者への説明 

１２ 
１２条 

３項２号 

カフェ，コンビニエンスストア等でのマイボトル持参者
への飲料のみの提供及びマイボトルの使用を促す消費
者への声掛け（声掛けの代わりに案内の掲示でも可） 

１３ 
１２条 

３項３号 
持ち帰り弁当等の購入時に，割りばしやスプーンなどが
必要かどうか又は必要な数を確認する声掛け 

１４ 
④催事（イベン

ト等） 
主催者 

１３条 
１項１号 

イベントにおけるマイバッグ持参等の呼び掛け（事前告
知等） 

１５ 
１３条 

１項２号 
イベントにおけるリユース食器の使用 

１６ 

⑤観光等 

ホテル・
旅館 

１４条 
１項 

宿泊施設での使い捨てアメニティグッズの提供抑制 

１７ 

土産物 
製造・小売 

１０条 
２項１号 

【製造業者】同一商品の自宅用簡易包装と贈答用品の製
造・供給 

１８ 
１１条 

２項１号 
【小売業者】自宅用簡易包装商品と贈答用品の併売及び
購入者へのＰＲ 

１９ 
１４条 
５項 

他都市での物産展における簡易包装のＰＲ（京都のごみ
減量の取組のＰＲ） 

２０ 
⑥大学・共同住 

宅等 
大学 

１５条 
２項 

大学における資源ごみの回収拠点の設置 

２１ 事業者全般 ８条 
事業活動におけるＩＴ化によるペーパーレス化や裏面
使用等による紙ごみを中心とする２Ｒの推進 

（注）この表に記載している各分野の取組と同様の効果が期待される類似の取組で義務を履行していただ

くこともできます。 ※ ドギーバッグ 

食べ切れなかった料理を，来店者の希望により持ち帰る際に利用できる箱 
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７７  ごごみみのの適適正正処処理理ととエエネネルルギギーー回回収収にに関関すするる施施策策  
 

 

 

 

（１）ごみの適正処理とエネルギー回収に関する基本的な考え方 

 

徹底してごみの減量化を図った上で，それでも残ったごみは，ごみ発電とバイオガス化を

併用することによるエネルギー回収の最大化と温室効果ガス排出量の削減，最終処分量の最

小化といった，環境負荷の低減と，ごみ処理コストの削減も図りながら，安心・安全に適正

処理します。 

 

（２）京都市のごみ処理施設におけるごみの処理 

 

缶，びん，ペットボトル，プラスチック製容器包装，魚アラ，使用済てんぷら油等の京都

市が受け入れる資源ごみは，様々なリサイクル施設での効果的な再資源化を進めています。   

また，市内３箇所のクリーンセンターでは，資源化できない燃やすごみ等を焼却により衛

生的に処理するとともに，ごみ発電によるエネルギー回収を行った後，焼却灰を東部山間埋

立処分地及び大阪湾広域臨海環境整備センターに搬送し，埋立による最終処分を行っていま

す。 

 

（３）ごみ処理施設の整備・運営計画 

 

  南南部部ククリリーーンンセセンンタターー第第二二工工場場ににババイイオオガガスス化化施施設設をを併併設設ししまますす  

建替え整備を行っている南部クリーンセンター第二工場については， 

バイオガス化施設を併設し，従来のごみ発電の効率を高めることに加え 

て，生ごみによるバイオガス発電を行うことにより，ごみの持つエネル 

ギー回収の最大化と温室効果ガスの削減を図ります。 

 

 

 

 

 

７．１ ごみ処理施設の整備・運営 

  

この工場は，ごみ処理を行うだけでなく，これまでのクリーンセンターのイメージを一新させ，

多くの方々にお越しいただき，楽しみながら環境保全の重要性や意義を学んでいただく施設にし

ます。 

具体的には，生ごみ・紙ごみや廃食用油といったバイオマス（動植物由来の資源）をエネルギ

ーとして利用する技術などの世界最先端の環境技術を体験でき，また，生物多様性や再生可能エ

ネルギーなどについても楽しく学んでいただける，京都議定書誕生の地にふさわしい環境学習の

拠点として整備します。 

そのことにより，多くの方々の環境意識が高まり，更なるごみの減量につながっていくものと

考えています。 

 コラム ６ 南部クリーンセンター第二工場には，世界最先端の環境学習施設を併設！ 
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  ククリリーーンンセセンンタターー（（焼焼却却施施設設））のの３３工工場場体体制制をを維維持持  

ピーク時に５工場あったクリーンセンターを，ごみの減量により３工場まで減らし，ごみ

処理コストの大幅な削減を図ることができました。 

今後とも，点検・大規模改修時，災害時等にも適切に対応できるよう，ごみの更なる減量

化を図ることによって，３工場体制を維持していきます。 

 

  東東部部山山間間埋埋立立処処分分地地のの延延命命  

これまでのごみ減量の成果と，ピーク時からの「ごみ半減」に向け，２Ｒと分別・リサイ

クルの促進の２つを柱とする新たなごみ減量に今後取り組むことにより，東部山間埋立処分

地の残余年数は５６年と見込まれますが，東部山間埋立処分地を少しでも長く大事に活用し

ていくための延命策の更なる検討が必要です。 

 焼却灰のリサイクルや焼却灰からの鉄分回収等の複数の延命策を組み合わせることで，よ

り効果的な延命が見込めますが，現時点で考えられる延命策には，それぞれ不確定要素があ

るため，そうした状況を見極めながら，その時期に適した延命策について，地域等との連携   

を図りながら，効果やコストだけでなく環境負荷の観点等を含めて，実施可能性について検

討を深めていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ク

リ

ー

ン

セ

ン

タ

ー 

埋立処分地 

 

ごみの多かった時代 

埋立期間 １５年と予測 

ごみ減量の成果により 

埋立期間 あと３０年※
に！ 

 

 
埋立処分地 

でも 2040 年 

で一杯 

ごみの更なる減量で 

埋立期間 あと５６年※
に！ 

埋

立

処

分

地 

ご
み
焼
却
量 

平成 16 年度末↓ 平成２５年度～ 

 

 

 

５工場体制 ４工場体制 ３工場体制を維持！ 

平成１２年度 ７６万トン 

平成２５年度 ４４万トン 

平成３２年度 ３５万トン※ 

３工場体制を実現！ 

埋立処分地 
 2069 年まで 

埋立可能となるが・・・ 

 

点検・大規模改修時，災害時等にも適切
に対応できるよう，ごみの更なる減量化
を図ることによって，３工場体制を維持 

※ バイオガス化（約 1.3 万トン）を含めると３６万トン 

※前計画の策定年(2010 年)が起点 ※本計画の基準年(2013 年)が起点 

より長期に活用する
ための延命策の更な
る検討が必要 

図 クリーンセンター及び埋立処分地の将来見通し 
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埋立（H12～） 
焼却灰，不燃物の最終処分場 

埋立容量 450 万 m3 

   

 

東東部部山山間間埋埋立立処処分分地地  

 

平  成 

22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 

 

 

稼働（H19～） 
缶・びん・ペットボトルの選別資源化施設 

処理量 40 トン／日 

   

 

北北部部資資源源リリササイイククルルセセンンタターー  

 

 

稼働（H11～）                   改修工事の検討 
缶・びん・ペットボトルの選別資源化施設 

処理量 60 トン／日 

   

 

南南部部資資源源リリササイイククルルセセンンタターー  

 

 

稼働（S61～）                        廃止 
焼却 600 トン／日 

破砕 240 トン／日 

ごみ発電 8,800 kW 

 

南南部部ククリリーーンンセセンンタターー第第一一工工場場  

 

 

稼働（H13～）                      改修工事 
焼却 700 トン／日 

破砕 80 トン／日 

ごみ発電 15,000 kW 

 

東東北北部部ククリリーーンンセセンンタターー  

 

 

稼働（H19～） 
焼却 400 トン／日 

ごみ発電 8,500 kW 

太陽光発電 230 kW 

 

北北部部ククリリーーンンセセンンタターー  

 

プラスチック製容器包装の選別・圧縮・梱包施設 

処理量 20 トン／日 

   

 

横横大大路路学学園園※※  

 

 

稼働（H19～） 

プラスチック製容器包装の選別・圧縮・梱包施設 

処理量 60 トン.／日 

   

 

西西部部圧圧縮縮梱梱包包施施設設  

 

 

稼働（H19～） 

魚アラの飼料化施設 

処理量 33 トン／日 

太陽光発電 7.5 kW 

 

魚魚アアララリリササイイククルルセセンンタターー（（おおささかかななエエココ館館））  

 

 

稼働（H20～） 

使用済てんぷら油の燃料化施設 

燃料化量 5,000 リットル／日 

   

 

廃廃食食用用油油燃燃料料化化施施設設  

稼働（H16～）                  

 

調整・検討             建設工事        稼働 
焼却 500 トン／日 

破砕 180 トン／日 

ごみ発電 14,000 kW(予定) 

 

南南部部ククリリーーンンセセンンタターー第第二二工工場場  

 

 

調整・検討             建設工事        稼働 
バイオガス化 60 トン／日 

バイオガス発電 1,000 kW(予定) 

   

 

（（南南部部併併設設ババイイオオガガスス化化施施設設））  

 

図 ごみ処理施設の整備・運営スケジュール 

※ 横大路学園：障害福祉サービス事業所として，プラスチック製容器包装の選別等を実施している施設 
（注１）前計画策定時からの内容も含めて記載しています。 
（注２）施設の建設に関する研究を行っている取組については，４２ページに記載しています。 
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 「ごみの適正処理における環境負荷の低減と安心・安全の確保等」に関し，２つの基本施策と４

つの推進項目を推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 東部山間埋立処分地延命策の追求 

推進項目 

① クリーンセンターの長寿命化計画等によるコストや環境負荷の 

低減に配慮した施設の整備・運営 

基基本本施施策策（（２２））市市民民のの安安心心・・安安全全ととままちちのの美美化化のの推推進進  

災害時でも安心・安全な廃棄物の適正処理体制を構築するとともに，不法投棄対策を強化

し，門掃きをはじめ，市民・地域ぐるみで京都の美しいまちを守ります。 

 

④ 地域住民や警察等の関係機関との連携による不法投棄対策と 

まちの美化の推進 

推進項目 

③ 災害発生時の対応マニュアル等の点検・見直し 

７．２ ごみの適正処理における環境負荷の低減と安心・安全の確保等に関する施策 

 

長寿命化計画 

① 

基基本本施施策策（（１１））ごごみみのの適適正正処処理理ににおおけけるる環環境境負負荷荷のの低低減減  

クリーンセンターでは，コストや環境負荷の低減に配慮し，適正に処理するとともに，埋

立処分地の更なる延命化を図ります。 

 

 
④ 
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８８  計計画画のの推推進進  
 

 

 

 

市民の皆様，事業者の皆様等との協働により，ごみの減量を加速させ，「しまつの心」や「もっ

たいない」といった京都らしいライフスタイル・ビジネススタイルの定着を図り，全国のモデルと

なる循環型社会，持続可能な社会を実現させ，環境先進都市・京都をさらに進化させていきましょ

う！ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業者 
  様々な分野，あらゆる段階で， 

 ビジネススタイルを 

  見直してください。 

環境先進都市・京都の 

更なる進化 

８．１ オール京都の連携 

市 民 
今一度，  

ライフスタイルを 

見直してください。 

イベント等の主催者 
イベント等で，環境先進都市・京都

としてのごみ減量の取組を 

実践してください。 

京 都 市 
リーダーシップを発揮し， 

皆様とともに， 

ごみ減量を実践します。 

大 学 
「大学のまち」京都ならではの， 

ごみ減量の取組を 

お願いします。 

地域等で活動 

されている団体 
京都の市民力，地域力を生かした 

ごみ減量の取組をお願いします。 

観光客 
環境先進都市・京都の 

ごみ減量の取組に御協力いただき， 

お地元でも実践をお願いします。 
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（１）施策の取組工程 

本計画に掲げる各推進項目について，取組内容，実施スケジュールを示した取組工程を作

成し，継続的に取組の進ちょく状況を確認します。 

 

分 野 推進

項目 

番号 

2015      2016      2017                   2020 

平成 27 年度  平成 28 年度   平成 29 年度     ・・・・・・          平成 32 年度 

 

基本施策 

  

推進項目 

 

「２Ｒの促進」 ～そもそもごみになるものを減らす～ 

 （１）条例に基づく，市民，事業者，京都市の協働による２Ｒの取組の推進 

 
①２Ｒを中心とするごみ減量に関する事業 

者，市民等の実施義務又は努力義務 
１ 

 

 

 

②事業者による取組の実施状況等に関する

報告義務 
２  

③事業者，市民等による取組の実施状況を

把握するための市民モニター制度 
３  

（２）ピーク時からの食品ロス半減に向けた取組の推進 

 
④生ごみ３キリ運動の更なる推進 ４ 

 

 

⑤食べ残しゼロ推進店舗認定制度の普及拡

大 
５ 

 

 

⑥食品ロス削減等の市民・事業者の行動場

面別ごみ減量メニューの検討・支援・実

施等 

６ 
 

 

 （３）レジ袋有料化等，レジ袋削減の取組の強化 

 ⑦レジ袋使用枚数の最も多い業態である食

品スーパーにおけるレジ袋有料化の市内

全店舗への拡大実施に向けた取組の推進 

７ 
 

 

⑧コンビニエンスストア等の食品スーパー

以外の業態におけるレジ袋有料化等，レ

ジ袋削減の取組の拡大 

８ 
 

 

（４）イベント等のエコ化の推進 

 

⑨京都市認定エコイベント等の普及拡大 ９ 

 

 

 

⑩リユース食器の普及拡大に向けた導入支 

援等の推進 
10 

 

 

⑪祇園祭をはじめとしたお祭り等における

ごみ減量の取組の推進 
11 

 

 

８．２ 計画の進ちょく管理 

条例施行に向けた周知・啓発 

●条例施行 

２Ｒ等に関する継続的な周知・啓発等の取組の推進 

報告徴取の実施 

市民モニター制度の実施 

ごみ減量メニューの検討～支援・実施等 

実施に向けた事業者等との調整 

実施～実施状況の把握，事業者等との意見交換 

関係事業者等との意見交換，取組の検討 

取組の実施，拡大 

キャンペーン，啓発物品の配布等による周知・啓発の取

組の推進 

認定店舗の拡大，ＰＲの取組の推進 

ごみ減量に取り組むエコイベント等の拡大に向けた取

組の推進 

繰り返し使える分別ごみ箱の貸出し 

リユース食器の利用拡大に向けた取組の推進 

主催者等と連携した取組等の推進 

●リユース食器導入促進助成制度の見直し 
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分 野 推進

項目 

番号 

2015      2016      2017                   2020 

平成 27 年度  平成 28 年度   平成 29 年度     ・・・・・・         平成 32 年度 

 

 

基本施策 

  

推進項目 

 

「分別・リサイクルの促進」 ～ごみは資源・エネルギー，分別・リサイクル～ 

 （５）条例に基づく，徹底した分別によるリサイクルの推進 

 

⑫分別の義務化とその周知・啓発の徹底 12 

 

 

 

 

 

⑬マンションにおける分別徹底に向けた更

なる周知・啓発の推進 
13  

（６）市民の自主的な分別・リサイクルを促進する仕組みの拡充・強化 

 ⑭資源化可能な紙ごみ等のコミュニティ回

収の拡大 
14 

 

 

⑮古着のコミュニティ回収での回収拡大 15 

 

 

⑯せん定枝の分別排出機会の拡大（臨時回

収など） 
16 

 

 

⑰小型家電，電池，水銀含有廃棄物（蛍光

管等）をはじめとする資源物及び有害・

危険ごみの回収の促進 

17 

 

 

 

 

 

 

⑱持込ごみ（せん定枝等の木質ごみ）の民

間リサイクル施設への誘導策の検討・実

施 

18 

 

 

 

（７）バイオマスの活用の推進 

 

⑲「京都市バイオマスＧＯ！ＧＯ！プラン」

に基づく廃棄物系バイオマスのエネルギ

ー利用等の取組の推進 

19 

 

 

 

 

⑳生ごみのたい肥化による地産地消モデル

地域の構築 
20 

 

 

㉑学校や公園の落ち葉，家庭からの生ごみ

など地域単位でのたい肥化の促進 
21 

 

 

 

ごみ減量の状況，他都市の動向等を見極め

ながら，搬入手数料の在り方等も含めた誘

導策を検討 

実施団体数，参加世帯数の拡大による資源物回収の推進 

●古着回収の促進に向けた助成制度の見直し 

古着回収実施団体数，参加世帯数の拡大による古着

回収の推進 

 

の推進 移動式拠点回収における回収の実施 

新たなせん定枝分別機会の創出に向けた検討～実施 

●小型家電回収の拡大（サイズの拡大，拠点の拡大） 

回収促進に向けた周知・啓発，更なる回収拡大策の

検討 

●電池回収の拠点拡大 

回収促進に向けた周知・啓発 

水銀含有廃棄物の回収促進に向けた周知・啓発 

「都市油田」発掘プロジェクトの推進（エタノール製造

プラント建設に向けた研究等） 

「バイオ軽油」実用化プロジェクトの推進（燃料製造プ

ラント建設に向けた研究等） 

学校におけるたい肥化と地域との連携，集合住宅での取

組など，地域におけるたい肥化の取組の充実 

助成制度の活用等による落ち葉等のたい肥化の促進 

市立小学校等でのたい肥化等の給食ごみの利用促進 

条例施行に向けた周知・啓発 

●条例施行（ただし，事業系の雑がみ（雑誌を除く。）・

紙パックの分別の義務化は平成 28 年 4 月に施行） 

家庭ごみ・事業ごみの分別を徹底する周知・啓発等の

取組の推進 

周知・啓発の取組の推進 
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分 野 推進

項目 

番号 

2015      2016      2017                   2020 

平成 27 年度  平成 28 年度   平成 29 年度     ・・・・・・          平成 32 年度 

 

 

基本施策 

  

推進項目 

 

２つの柱に共通する施策 

 （８）ごみ減量に関する啓発・支援の充実・強化 

 ㉒地域ごみ減量推進会議やエコ学区等，地

域とまち美化事務所・エコまちステーシ

ョンの連携による，地域や世帯の特性に

応じた戦略的でわかりやすい広報・啓

発・支援 

22 

 

 

 

㉓中小零細事業者等へのごみ減量啓発・支

援の強化 
23 

 

 

㉔ごみ減量等に取り組む優良事業者の表彰 24 
 

 

（９）大学・企業等との連携の推進 

 

㉕大学・企業と連携した調査・研究と海外

研修生の受入れなど技術提携の推進 
25 

 

 

 

 

（10）国，事業者，各種団体等への提案・提言 

 ㉖拡大生産者責任の考え方を踏まえた，も

のづくり企業等への働きかけや，広域的

に実施する必要がある施策や各種リサイ

クル制度の改善など，全国展開で取り組

む必要があるごみ減量施策の推進に関す

る国，事業者，各種団体等への提案・提

言 

26 

 

 

 

 

 

（11）引き続き検討が必要な施策 

 ㉗家庭から出るごみの更なる減量に向けた

有料指定袋のサイズの検討 
27 

 

 

㉘業者収集ごみの有料指定袋制に関する検 

 討 
28 

 

 

㉙業者収集ごみ搬入手数料に関する検討 29 
 

 

 

啓発・支援メニューの整理・とりまとめ 

～ メニューを活用した啓発・支援の取組の推進 

ごみ減量・３Ｒ活動優良事業所認定制度の推進と， 

２Ｒに取り組む優良事業者の新たな表彰の検討～実施 

 

大学と連携したごみの組成調査の継続 

大学の調査研究への参画 

国内外の研究生の受入れ 

拡大生産者責任の考え方を重視した仕組み（経費負担，

自主回収等）の構築に関する提言の実施 

全国展開で取り組む必要があるごみ減量施策の実現に

向けた提案・提言の検討・実施 

ごみ減量の状況，他都市の動向等を見極

めながら検討 

業種や事業所規模等に応じたごみ減量啓発・支援の推進 
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分 野 推進

項目 

番号 

2015      2016      2017                   2020 

平成 27 年度  平成 28 年度   平成 29 年度    ・・・・・・          平成 32 年度 

 

 

基本施策 

  

推進項目 

 

ごみの適正処理における環境負荷の低減と安心・安全の確保等に関する施策 

 （１）ごみの適正処理における環境負荷の低減 

 

①クリーンセンターの長寿命化計画等によ

るコストや環境負荷の低減に配慮した施

設の整備・運営 

30 

 

 

 

 

②東部山間埋立処分地延命策の追求 31 

 

 

 

（２）市民の安心・安全とまちの美化の推進 

 ③災害発生時の対応マニュアル等の点検・

見直し 
32 

 

 

④地域住民や警察等の関係機関との連携に

よる不法投棄対策とまちの美化の推進 
33 

 

 

 

 

（２）情報の「見える化」の推進 

計画の進ちょく状況，経済性・コストを示すデータ，分別の状況及びリサイクルの有意性

等について，正確に分かりやすく，誰もが入手しやすい方法で公表するなど，情報の「見え

る化」を推進します。 

 

（３）計画の進ちょく状況の点検・見直しと施策実施の効果の評価・検証 

ＰＤＣＡサイクルを活用した進ちょく管理を徹底し，京都市廃棄物減量等推進審議会等に

おいて，取組の点検，見直しを行います。 

また，ごみ量などの数値目標の進ちょく状況を定期的に把握することはもとより，２Ｒや

分別・リサイクルの個別の取組によるごみ減量等の効果の把握・検証に努めます。 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

例えば・・・ 

 

・ 生ごみ３キリ運動

を積極的に推進する

お店での食品ロスの

削減効果 

・ レジ袋有料化実施

店舗でのレジ袋使用

量の削減効果 

など 

 

 

 

 

 見見ええるる化化  

Ｄo 

(取組の実施) 

Ｃheck 

(進ちょく状況の点検) 

Ｐlan 

(取組工程の作成) 

Ａction 

(取組の見直し) 

温室効果ガスの削減に寄与するごみ発電の実施など，

エネルギー回収の最大化を図る施設運営の推進 

施設保全計画に基づく効率的な維持管理と，施設の長

期稼働を目指す延命化計画の策定検討 

ごみ減量や民間事業者の動向等の状況を見極めなが

ら，京都市廃棄物減量等推進審議会の答申で提言され

た延命策を追求 

対応マニュアル等，災害発生時の対応内容の随時点

検・見直し 

不法投棄対策の推進 

まちの美化推進協定の締結促進 



 

 

 

資 料 編 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 資料１ 前計画の取組の進ちょく状況……………………………… 1 

    

 資料２ 本計画の施策の一覧………………………………………… 3 

    

 資料３ 計画策定経過………………………………………………… 4 

    

    

 



 

1 

 

資料編表紙裏 

 

 

  

 前計画に掲げていた４１の推進項目の進ちょく状況をとりまとめています。 

 なお，これらの取組は，終了したものを除き，すべて本計画に引き継いでいます。 

 

 

 前計画の取組の進ちょく状況 

資料 １ 
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3 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ ごみ減量施策 

 基本施策 通
し
番
号 

  
推進項目 

「２Ｒの促進」 ～そもそもごみになるものを減らす ～ 

 

（１）条例に基づく，市民，事業者，京都市の協働による２Ｒの取組の推進  

 ① ２Ｒを中心とするごみ減量に関する事業者，市民等の実施義務又は努力義務 1 

 ② 事業者による取組の実施状況等に関する報告義務 2 

 ③ 事業者，市民等による取組の実施状況を把握するための市民モニター制度 3 

（２）ピーク時からの食品ロス半減に向けた取組の推進  

 ④ 生ごみ３キリ運動の更なる推進 4 

 ⑤ 食べ残しゼロ推進店舗認定制度の普及拡大 5 

 ⑥ 食品ロス削減等の市民・事業者の行動場面別ごみ減量メニューの検討・支援・実施等 6 

（３）レジ袋の有料化等，レジ袋削減の取組の強化  

 ⑦ レジ袋使用枚数の最も多い業態である食品スーパーにおけるレジ袋有料化の市内全店舗への拡大実施に向けた取組の推進 7 

 ⑧ コンビニエンスストア等の食品スーパー以外の業態におけるレジ袋有料化等，レジ袋削減の取組の拡大 8 

（４）イベント等のエコ化の推進  

 ⑨ 京都市認定エコイベント等の普及拡大 9 

 ⑩ リユース食器の普及拡大に向けた導入支援等の推進 10 

 ⑪ 祇園祭をはじめとしたお祭り等におけるごみ減量の取組の推進 11 

「分別・リサイクルの促進」 ～ ごみは資源・エネルギー，分別・リサイクル ～ 

 

（５）条例に基づく，徹底した分別によるリサイクルの推進  

 
⑫ 分別の義務化とその周知・啓発の徹底 12 

 ⑬ マンションにおける分別徹底に向けた更なる周知・啓発の推進 13 

（６）市民の自主的な分別・リサイクルを促進する仕組みの拡充・強化  

 ⑭ 資源化可能な紙ごみ等のコミュニティ回収の拡大 14 

 ⑮ 古着のコミュニティ回収での回収拡大 15 

 ⑯ せん定枝の分別排出機会の拡大（臨時回収など） 16 

 
⑰ 小型家電，電池，水銀含有廃棄物（蛍光管等）をはじめとする資源物及び有害・危険ごみの回収の促進 17 

 
⑱ 持込ごみ（せん定枝等の木質ごみ）の民間リサイクル施設への誘導策の検討・実施 18 

（７）バイオマスの活用の推進  

 ⑲ 「京都市バイオマスＧＯ！ＧＯ！プラン」に基づく廃棄物系バイオマスのエネルギー利用等の取組の推進 19 

 ⑳ 生ごみのたい肥化による地産地消モデル地域の構築 20 

 ㉑ 学校や公園の落ち葉，家庭からの生ごみなど地域単位でのたい肥化の促進 21 

２つの柱に共通する施策  

 

（８）ごみ減量に関する啓発・支援の充実・強化  

 ㉒ 
地域ごみ減量推進会議やエコ学区等，地域とまち美化事務所・エコまちステーションの連携による，地域や世帯の特性に応
じた戦略的でわかりやすい広報・啓発・支援 22 

 
㉓ 中小零細事業者等へのごみ減量啓発・支援の強化 23 

㉔ ごみ減量等に取り組む優良事業者の表彰 24 

（９）大学・企業等との連携の推進  

 ㉕ 大学・企業と連携した調査・研究と海外研修生の受入れなど技術提携の推進 25 

（10）国，事業者，各種団体等への提案・提言  

 ㉖ 
拡大生産者責任の考え方を踏まえた，ものづくり企業への働きかけや，広域的に実施する必要がある施策や各種リサイクル
制度の改善など，全国展開で取り組む必要があるごみ減量施策の推進に関する国，事業者，各種団体等への提案・提言 26 

（11）引き続き検討が必要な施策  

 
㉗ 家庭から出るごみの更なる減量に向けた有料指定袋のサイズの検討 27 

 ㉘ 業者収集ごみの有料指定袋制に関する検討 28 

 
㉙ 業者収集ごみ搬入手数料に関する検討 29 

 

■ ごみの適正処理とエネルギー回収に関する施策 
ごみの適正処理における環境負荷の低減と安心・安全の確保 

 

（１）ごみの適正処理における環境負荷の低減  

 ① クリーンセンターの長寿命化計画等によるコストや環境負荷の低減に配慮した施設の整備・運営 30 

 ② 東部山間埋立処分地延命策の追求 31 

（２）市民の安心・安全とまちの美化の推進  

 ③ 災害発生時の対応マニュアル等の点検・見直し 32 

 
④ 地域住民や警察等の関係機関との連携による不法投棄対策とまちの美化の推進 33 

 

資料 ２ 

本計画の施策の一覧 
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資料 ３ 

計画策定経過 

2月  ・ 市長から京都市廃棄物減量等推進審議会（以下「審議会」と

いう。)に「今後のごみ減量施策の在り方」について諮問 

・ 審議会の下に，「ごみ減量施策検討部会」（以下「減量部会」

という。)及び「東部山間埋立処分地延命策検討部会」（以下「延

命部会」という。)を設置 

 

7月 

 

 ・ 減量部会において，３４の事業者等への意見聴取を実施 

・ 第２回減量部会で，３事業者への公開ヒアリングを実施 

・ 減量部会 

 10月  ・ 減量部会３回，審議会４回の審議を経て，審議会から市長に

「環境先進都市・京都の更なる進化に向けた今後のごみ減量施

策の在り方について（答申）」を答申 

 

10月  ・ 審議会からの答申を受けて，京都市廃棄物の減量及び適正処

理等に関する条例（以下「条例」という。）の改正骨子（案）

をはじめ，「環境先進都市・京都の更なる進化に向けた今後の

ごみ減量施策 骨子（案）」をとりまとめ，パブリックコメント

を実施（１箇月間） 

 

3月  ・ 改正条例可決 

・ 審議会の答申，パブリックコメントの結果，市会での議論を

踏まえ，改正条例等の新しいごみ減量施策を盛り込んだ「新・

京都市ごみ半減プラン」（本計画）を策定 

 

平成 26年 

平成 27年 2月  ・ 延命部会５回，審議会４回の審議を経て，審議会から市長に

「東部山間埋立処分地の延命策の在り方について（答申）」を

答申 

 

2月  ・ 平成２７年２月市会に条例改正案を提出 
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